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国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

令和元年度 研究評価委員会（エネルギー・環境領域） 

議事次第 

日 時：令和 2 年 3 月 18 日（水） 10:00-17:00   

場 所：国立研究開発法人 産業技術総合研究所 つくば中央第一事業所 

本部・情報棟 １階 ネットワーク会議室 

開会挨拶 理事・評価部長 加藤 一実 10:00-10:05 

委員等紹介・資料確認 評価部研究評価室 山路 俊樹 10:05-10:10 

領域による説明（質疑含む） （議事進行：山口 真史 評価委員長） 

１．領域の概要と研究開発マネジメント 10:10-11:10 

（説明 30 分、質疑・評価記入 30 分）  理事／エネルギー・環境領域長 小林 哲彦 

・第４期中長期目標期間の実績・成果

・令和元年度の実績・成果

現場見学会（60 分） 11:10-12:10 

・人工光合成研究の見学

・爆発安全評価研究の見学

昼食・休憩（50 分） 12:10-13:00 

２．「橋渡し」のための研究開発 

（１）エネルギー関連技術 13:00-14:40  

（説明 30 分、質疑・評価記入 20 分） 

テーマ 1. 蓄電池 電池技術研究部門長 安田 和明 

テーマ 2. 水素 再生可能エネルギー研究センター長 古谷 博秀 

（説明 30 分、質疑・評価記入 20 分） 

テーマ 3. 太陽光発電 太陽光発電研究センター長 松原 浩司 

テーマ 4. パワーエレクトロニクス

先進パワーエレクトロニクス研究センター長 奥村 元 

（２）環境関連技術 14:40-15:30 

（説明 30 分、質疑・評価記入 20 分）

テーマ 5. 資源循環 環境管理研究部門長 尾形 敦 

テーマ 6. 環境影響評価技術 安全科学研究部門長 緒方 雄二 

休憩（15 分） 15:30-15:45 

総合討論・評価委員討議・講評 （議事進行：山口 真史 評価委員長） 

総合討論（領域等への質疑を含む） （25 分） 15:45-16:10 

評価委員討議（領域等役職員 退席） （20 分） 16:10-16:30 

評価記入（領域等役職員 退席） （20 分） 16:30-16:50 

・第４期中長期目標期間の実績・成果

・令和元年度の実績・成果

 委員長講評（領域等役職員 着席） （5 分） 16:50-16:55 

閉会挨拶 理事・評価部長 加藤 一実 16:55-17:00 
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委員長 氏名 所属 役職名

○ 山口　真史 豊田工業大学
名誉教授・シニア研
究スカラ

岩城　智香子
東芝エネルギーシステムズ株式会社
エネルギーシステム技術開発センター　機械技術開発部

主幹

末光　眞希 東北大学　電気通信研究所 特任教授

竹中　みゆき
（欠席）

株式会社日立ハイテク　アナリティカルソリューション事業統括本部
事業戦略本部

主管技師

吉岡　省二 三菱電機株式会社　鎌倉製作所　宇宙技術部 主席技師長

エネルギー・環境領域
評価委員

所属・役職名は委員会開催時
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国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

令和元年度 研究評価委員会（エネルギー・環境領域） 

評価資料 

１．領域の概要と研究開発マネジメント 

（１）領域全体の概要・戦略

【背景・実績・成果】 

 我が国が世界に先駆けた低炭素社会を構築するためには、2050 年までに温室効果ガスを 80％

低減するという挑戦的な課題に向けた技術開発を推し進める必要がある。  

第 4 期中長期目標期間において、当領域は、持続可能な社会の構築に貢献するため、グリーンテ

クノロジー（創･蓄･省エネルギー技術、環境・安全技術）の開発と、それらの社会･産業界への橋

渡しを行った。

「Zero-Emission Society」を理想に掲げ、再生可能エネルギーの大量導入、省エネルギー技

術の普及、未利用エネルギーの高効率利用を通して、低炭素社会を目指すとともに、環境リスク

の低減、資源・物質の循環、産業保安の確保などにより、産業と環境が共生する社会を目指した。

国際連合の持続可能な開発目標（SDGs）や気候変動枠組条約に関連したエネルギー・環境イノベ

ーション戦略（NESTI 2050）への貢献も重要な目標とした。  

第 4 期中長期目標期間における当領域のロードマップは、SDGs（2030 年に向けた開発目標の

内、水・衛生、エネルギー、生産・消費、気候変動、資源）及び国連気候変動枠組条約における

パリ協定（2050 年に向けた温暖化対策）に貢献することを目指し、時間軸を設定した。特にエネ

ルギー研究では、2050 年における温室効果ガス抑制を想定した、一次エネルギー構成シミュレ

ーションからのバックキャストと、各種エネルギー技術開発からのフォアキャストを比較するこ

とにより目標値の合理性を高めた。ポートフォリオは、内閣府の定めるエネルギー・環境イノベ

ーション戦略 NESTI 2050 の技術マップとも整合するように設定した。なお、当領域の研究テー

マは多岐に渡っているため、個々のテーマごとにロードマップ、ポートフォリオを設定した。

以下、各種指標の達成状況について説明する。  

民間資金獲得額は 

平成 27 年度 19.6 億円（目標：24.7 億円、達成率：79.4％）、 

平成 28 年度 23.2 億円（目標：30.2 億円、達成率：76.8％）、 

平成 29 年度 22.5 億円（目標：35.6 億円、達成率：63.2％）、 

平成 30 年度 23.5 億円（目標：41.1 億円、達成率：57.1％）、 

令和元年度 23.5 億円（12 月末時点）（目標：46.5 億円、達成率：50.6％、前年同月比：110％）  

と各年度において目標を達成していないが、獲得額は微増傾向にあり、令和元年度には前年同月

比で 110％となった。  

中堅・中小企業の研究契約件数の比率は  

平成 27 年度 22.8％(中小企業の研究契約件数の比率)、 

平成 28 年度 34.3％、 

平成 29 年度 22.4％、 

平成 30 年度 18.9％、  

令和元年度 18.7％（12 月末時点） 
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となり、減少傾向にある。 

論文被引用数に関しては、 

平成 27 年度 15,552 回 

平成 28 年度 16,302 回（目標：15,300 回、達成率：106.5％）、 

平成 29 年度 17,474 回（目標：15,800 回、達成率：110.6％）、 

平成 30 年度 19,423 回（目標：17,000 回、達成率：114.3％、前年比：111.2％）、 

令和元年度 19,339 回（12 月末時点） （目標：17,000 回、達成率：113.1％、前年同月比：103.8％） 

となり、各年度において目標を達成した。  

論文発表数に関しては、  

平成 27 年度 462 報（目標：430 報、達成率：107.4％）、 

平成 28 年度 433 報（目標：430 報、達成率：100.7％）、 

平成 29 年度 491 報（目標：430 報、達成率：114.2％）、 

平成 30 年度 472 報（目標：450 報、達成率：104.9％、前年比：96.1％）、  

令和元年度 384 報（12 月末時点）（目標：455 報、達成率：84.4％、前年同月比：128.3％） 

となり、各年度において目標を達成する見込みである。 

リサーチアシスタント採用数及びイノベーションスクール採用数は、

平成 27 年度 25 名（目標：30 名、達成率：83.3％）、

平成 28 年度 32 名（目標：30 名、達成率：106.7％）、

平成 29 年度 50 名（目標：35 名、達成率：142.9％）、

平成 30 年度 44 名（目標：40 名、達成率：110.0％）、

令和元年度 41 名（12 月末時点） （目標：40 名、達成率：102.5％）

であり、平成 28 年度以降は目標を達成した。

知財実施契約数は、  

平成 27 年度 93 件（目標：101 件、達成率：92.1％）、 

平成 28 年度 95 件（目標：100 件、達成率：95.0％）、 

平成 29 年度 130 件（目標：100 件、達成率：130.0％）、 

平成 30 年度 114 件（目標：110 件、達成率：103.6％）、 

令和元年度 132 件（12 月末時点） （目標：110 件、達成率：120.0％） 

となり、平成 29 年度以降は目標を達成した。  

 民間資金獲得額が目標値に達しなかった主な要因として、社会情勢の変化と組織的課題が挙げ

られる。第 4 期開始時点と比較して、当領域が係わる産業分野の状況はグローバル化の進行など

により大きく変化してきている。例えば太陽電池モジュール生産の日本企業のシェア低下が著し

く、第 4 期中長期目標を策定した平成 26 年を最後に世界 TOP10 から姿を消し、国内出荷額も

同年をピークに減少に転じた。風力発電の国内導入量においても平成 27 年をピークに減少に転

じ、平成 30 年時点における国内の累計導入量は政府目標値 1000 万 kW の約 3 割に止まった。ま

た、再生可能エネルギー導入促進のため、再生可能エネルギーで製造した CO2 フリー水素（再エ

ネ水素）の技術開発に力を入れてきたが、産業ニーズの立ち上がりが遅く、平成 30 年度になり、

ようやく産業界の関心の高まりがみられるようになった。

 さらに、公的外部資金による政策的研究は当領域の重要なミッションであり、第 4 期中長期目

標期間では産業界や大学から当領域における中核的役割（プロジェクトリーダー（PL）や集中研）

の需要が増加し、人的資源の観点から民間資金を取得する困難さが増したことも一つの要因であ

る。このような状況の中、民間資金獲得額の目標達成に向け、以下のような取組を行った。個別

企業との連携強化の1つとして平成30年度には清水建設-福島再生可能エネルギー研究所（FREA）

との冠ラボを設立し、さらに令和元年度にも日立造船-創エネルギー研究部門（創エネ部門）の
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冠ラボを新たに設立した。また、一定金額規模以上の共同研究全てにイノベーションコーディネ

ータ等を配置するなど体制の強化を図った。さらに、テクノブリッジフェアにおける個別企業の

招待や個別企業への領域幹部の訪問機会を強化するなど、積極的な企業連携の強化に努めた。 

組織内外の若手雇用・育成では、近年世界的に関心が高まっている再生可能エネルギー関連技術

についてリサーチアシスタント制度及びクロスアポイントメント制度を利用して、学生及びポス

トドクターを雇用し、再生可能エネルギー分野の人材育成を行った。また、自動車業界と連携強

化のため、モビリティー・エネルギー分野の人材強化も行った。さらに、シニア世代の人材を令

和元年度は 36 名招聘研究員として雇用し、ユニット幹部、イノベーションコーディネータなど

の要職でその経験や能力を活用して、再生可能エネルギー分野の国際連携や企業連携等の強化を

図った。

第 4 期中長期目標期間の累計として、1,000 万円以上の橋渡し研究を企業と実施した件数は

令和元年度までに 139 件（うち令和元年度実施の件数：31 件）である。また、これらの事業化

の実績として、知的財産の譲渡契約及び実施契約は令和元年度までに 26 件（うち令和元年度契

約の件数： 3 件)、製品化は令和元年度までに 1 件である。 

領域のあるべき社会的な役割としては、未来社会のための産業技術シーズの創出及びオープ

ン・イノベーション・プラットフォームの提供を掲げ、産業界からリスペクトされる存在となる

ことを目指した。中長期目標・計画を達成するための方策、特に民間資金獲得増については、「急

がば回れ」の言葉を掲げ、まずは職員への“技術を社会へ”マインドの浸透と、未来の産業ニー

ズを想定した目的基礎研究の強化を通して、「結果」としての民間資金の増額獲得に努めた。領

域長及び領域幹部による個別企業への働きかけや、イノベーションコーディネータの活動強化も

進めた。オープンイノベーションラボラトリ（OIL）制度やクロスアポイントメント制度を利用

した目的基礎研究力の強化や、領域内連携促進（アライアンス制度：水素戦略会議、エネルギー

材料アライアンス、エネルギーシステムアライアンス）による研究テーマの骨太化を行った。ま

た、国家プロジェクトの中核的な役割や技術研究組合への貢献、コンソーシアム活動を通した産

業界との連携強化などにも努めてきた。  

成果発信及び普及については、研究ユニットが独自の成果発表会を開催するとともに、テクノ

ブリッジフェア、国際学会等を利用した積極的な情報発信を行った。研究成果発信として特に重

要な研究論文については、領域長及び領域幹部が領域内の全グループリーダー、チームリーダー

との意見交換を行い、研究現場でのエフォート管理に応じて論文発表の個人目標を設定すること

とした。研究者の個人評価では、論文発表から橋渡し活動まで総合的に評価し、それらのバラン

スは個々人の状況を重視して判断した。

リスク管理・コンプライアンスについては、公的資金で運営されている組織としての意識を重

視し、領域長及び領域幹部が領域内の全グループリーダー、チームリーダーと意見交換会などを

通じて、根気強くコンプライアンスの徹底を行った。 

【成果の意義・アウトカム】 

民間資金獲得額は目標に及ばなかったものの公的資金も含めた外部資金獲得額は微増傾向に

あり、エネルギー・環境に関連する 5 つの研究対象（新エネルギーの導入を促進する技術、エネ

ルギーを高密度で貯蔵する技術、エネルギーを高効率に変換・利用する技術、エネルギー資源の

有効活用、環境リスクを評価・提言する技術）において、全ての研究フェーズ（目的基礎研究、

「橋渡し」研究前期、「橋渡し」研究後期）で、質の高い研究を展開し、顕著な成果を上げた。例

えば、目的基礎研究の指標となる論文数及び論文被引用数については、第 4 期中長期目標期間の

全ての年度において目標値を上回る実績を挙げ、量だけでなく質の高い情報発信を行った。「橋

渡し」研究前期では、オープン・イノベーション・プラットフォーム型の研究活動を幅広く展開

し、知財実施契約件数の増加を図った。また「橋渡し」研究後期においては、2 件の冠ラボの設

立をはじめ民間企業との協働による大型プロジェクトを数多く牽引し、研究成果の社会への還元
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に努めた。 

民間資金獲得額が目標値に達しなかった主な要因として、社会情勢の変化と組織的課題が挙げ

られる。第 4 期開始時点と比較して、当領域が係わる産業分野の状況はグローバル化の進行など

により大きく変化してきている。例えば太陽電池モジュール生産の日本企業のシェア低下が著し

く、第 4 期中長期目標を策定した平成 26 年を最後に世界 TOP10 から姿を消し、国内出荷額も

同年をピークに減少に転じた。風力発電の国内導入量においても平成 27 年をピークに減少に転

じ、平成 30 年時点における累計導入量は政府目標値の約 3 割に止まった。また、再生可能エネ

ルギー導入促進のため、再生可能エネルギーで製造した CO2 フリー水素（再エネ水素）の技術開

発に力を入れてきたが、産業ニーズの立ち上がりが遅く、平成 30 年度になり、ようやく産業界

の関心の高まりがみられるようになった。

領域の主たるミッションである公的外部資金による政策的研究において、産業界や大学から当

領域における中核的役割（プロジェクトリーダー（PL）や集中研）の需要が増加し、人的資源の

観点から民間資金を取得する困難さが増した。 

このような状況の中、民間資金獲得額の目標達成に向け、以下のような取組を行った。冠ラボ

の設立（平成 30 年度：清水建設―FREA、令和元年度：日立造船―創エネ部門）による個別企業と

の連携強化及び、一定金額規模以上の共同研究全てにイノベーションコーディネータ等を配置す

るなどの体制強化を図った。さらに、テクノブリッジフェアにおける個別企業の招待や個別企業

への領域幹部の訪問機会を強化するなど、積極的な情報発信に努めた。令和元年度には、第 5期

中長期目標における国際連携の加速、及び外国人研究員をはじめとしたマンパワーの強化による

革新的環境・エネルギー技術の基盤研究の推進を目的とし、ゼロエミッション国際共同研究セン

ターを設立した。

地域イノベーション推進： 

【背景・実績・成果】 

地域イノベーション推進の観点から、福島再生可能エネルギー研究所（FREA）に再生可能エネ

ルギー研究センターを、また関西センターに電池技術研究部門を配し、地域に根ざした世界的研

究開発拠点の形成を目指して下記の活動を行ってきた。

・平成 25 年度から平成 29 年度までに、FREA において「復興予算（被災地企業のシーズ支援プロ

グラム）」を実施し、地元企業の新たな産業の創出に貢献した。平成 30 年度からは、被災地発の

コンソーシアム型再生可能エネルギー関連製品の事業化に向けた技術開発のための新たな予算

（被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業（平成 30 年度から令和 2

年度））を確保し、平成 25 年度からの商品化の累積数が 41 件となるなど、地元企業の産業創出

を継続して支援した。令和 2 年度以降も地元企業の産業創出支援を継続予定である。

・関西センターにおいては、電池技術研究部門と技術研究組合リチウムイオン電池材料評価研究

センター（LIBTEC）が協力して、平成 27 年度から平成 29 年度はリチウムイオン電池等蓄電池

材料の性能評価技術の標準化に取り組み、製品化への橋渡し期間の短縮に貢献した。さらに平成

30 年度からは、将来の電気自動車用「全固体電池」に関する新エネルギー・産業技術総合開発機

構（NEDO）プロジェクトを開始し、自動車企業を中心とするオールジャパン産学官連携体制を整

え、産業界の共通指標として機能する全固体電池の材料評価技術を中心とした共通基盤技術を開

発した。令和元年度も、材料評価技術を中心とした共通基盤技術の開発を継続して行った。

【成果の意義・アウトカム】 

地域イノベーションの観点からは、FREA においては、福島を中心とする東北地方の再生可能エ

ネルギー関連企業を被災地企業のシーズ支援プログラム等を通じて支援し、新たな製品を生む等、

地元企業の産業創出に結びつけた。また、関西センターにおいては、LIBTEC、京都大学等との産

学官連携も含めた蓄電池国際競争力が強化された。
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【課題と対応】 

発表論文の被引用数及び知財実施件数は、第 4 期中長期目標期間に入って増加傾向にあり、

発表論文数についても高い水準で推移し、目標を達成した。一方で、民間資金獲得額は、冠ラボ

の設立やイノベーションコーディネータの活動強化により令和元年度は平成 30 年度よりも増加

したものの、平成 27 年度から令和元年度は、与えられた目標を下回った。この大きな要因とし

て前述した人的資源の不足が挙げられる。第 5 期中長期目標期間においては、新たに設立した

ゼロエミッション国際共同研究センターによる外国人研究員をはじめとしたマンパワーの強化

及び、国際連携の加速により民間資金獲得の向上を図る。 

（２）技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施

【背景・実績・成果】 

 当領域では、エネルギー・環境分野に特化した技術力を基に、橋渡し機能の強化のため民間企

業への技術指導とコンサルティングを積極的に実施してきた。技術の橋渡しの初期段階に当たる

技術研修は、平成 27 年度 12 社 24 名、平成 28 年度 9 社 21 名、平成 29 年度 12 社 20 名、平成 30

年度 17 社 39 名、令和元年度 7 社 13 名（12 月末時点）と増加傾向を示した。平成 27 年度より創

設された技術コンサルティング制度では、技術アドバイスや分析・評価の他に、将来の連携を見

据えた先端技術調査や、新規事業に向けた連携研究テーマを双方の議論で導き出すコンセプト共

創型のコンサルティングも行った。技術コンサルティング制度における獲得額は、平成 28 年度

は 2,696 万円、平成 29 年度は 8,010 万円、平成 30 年度は 9,839 万円、令和元年度は 12,697 万

円（12 月末時点）、と大幅に増加した。件数としても平成 28 年度は 15 件、平成 29 年度は 51

件、平成 30 年度は 65 件、令和元年度は 85 件（12 月末時点）、と大幅に増加した。これはイノベ

ーションコーディネータによる技術コンサルティング制度の領域内への普及活動と研究者との

連携の成果である。  

太陽光発電や風力発電などを大規模に導入する場合に、これら変動する分散電源の出力をスマ

ートに制御して電力系統に接続することが求められている。FREA では、大型パワーコンディショ

ナー等のパワーエレクトロニクス機器の先端的研究開発・評価を行う施設として、スマートシス

テム研究棟を平成 27 年度に建設し、平成 28 年度に運用を開始した。この施設は分散電源やメ

ガワット級の大型パワーコンディショナー等を世界の様々な電力系統や気象条件の下で試験・評

価できる施設となっており、国内メーカーのタイ国向け海外認証への対応等、国際認証取得に貢

献した（グローバル認証基盤整備事業）。平成 28 年度 4社 16 件、平成 29 年度 7社 21 件、平成

30 年度 7 社 21 件、令和元年度 10 社 29 件の利用実績であり、ほぼフル稼働状態を継続した。

また FREA では、被災地企業のシーズ支援プログラムを平成 25 年度より開始し、平成 25 年度

から平成 29 年度までで計 44 社、107 件を実施した。平成 30 年度からは被災地企業等再生可能

エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業という後継事業を開始し、再生可能エネルギー関連

の技術を基に被災 3 県の企業の事業化支援を行っている(令和元年度の実施：14 件)。平成 30 年

度は 8 件、令和元年度は 24 件の製品化を数え、令和元年度までに製品化した実績は 41 件とな

った。

その他特筆すべき活動として、国際標準化活動が挙げられる。国際電気標準会議（IEC）の TC82

（太陽光発電システム）及び国際標準化機構（ISO）の TC28（石油製品及び潤滑油）において国

際議長を務めている他、第 4 期中長期目標期間においてコンビーナ延べ 7 名、プロジェクトリー

ダー延べ 5 名、エキスパート延べ 63 名を輩出した。令和元年度はコンビーナ、プロジェクトリ

ーダーを務めた ISO 規格 3 件が発行され、第 4 期中長期目標期間における ISO、IEC の発行数は

17 件に上るなど、顕著な貢献を行った。平成 27、30 年度には工業標準化事業表彰・経済産業大

臣表彰を受け、平成 27、28 年度、令和元年度には産業技術環境局長表彰（国際標準化貢献者表

彰）、平成 28、30 年度には国際標準化奨励者表彰をそれぞれ１件受けた。 

【成果の意義・アウトカム】 
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技術研修・技術指導、技術コンサルティング等で企業と連携する意義は、実社会で必要とされ

ている技術、社会・経済の動きが察知できるところにある。例えば、「気象データ解析による農作

物収穫量予測に関する技術コンサルティング」では、契約納期における収穫量を気象データによ

り予測することにより、これまでは投機的な契約であった農作物契約を科学技術的に支援し、生

産者と需要者の双方にメリットを与える。また次年度以降に技術コンサルティングから共同研究

に移行する例も多々あり、産総研という存在と産総研の技術を社会に認知してもらうことに役立

っている。  

被災地シーズ支援プログラムでは、製品化実績が年度を追うごとに増加した。平成 30 年度か

らは、それ以前の個社支援のみならず、関連企業によるコンソーシアム形成による企業間連携も

開始し、 FREA はその取りまとめ役を果たした。そのような新しい体制による連携強化を通じて、

被災地企業等の再生可能エネルギー技術のシーズ開発・事業化支援事業を進め、被災地の産業復

興支援に大きく貢献した。  

【課題と対応】 

第 4 期中長期目標期間における民間資金獲得額目標の達成に向け、技術コンサルティングの大

幅な増加は民間資金獲得額の増額に寄与している。技術コンサルティングのテーマ設定は、後年

度の資金提供型共同研究につながるように留意しており、今後の共同研究として民間資金獲得拡

大が期待される。しかしながら、民間資金獲得額目標の達成には大型の共同研究が必要であり、

領域のイノベーションコーディネータとイノベーション推進本部との連携が重要となる。令和元

年度は、技術コンサルティングの成果を基に冠ラボを設立するに至った（令和 2 年 3 月 1日設立

見込）。被災地シーズ支援プログラムは平成 29 年度で終了したが、被災地企業の支援継続の強

い要請を受けて、後継予算（平成 30 年度から令和 2 年度）を獲得し、地元企業の新たな産業創

出を継続支援する体制を整えた。  

第 5 期中長期目標期間の課題としては、 

・NEDO の先導調査研究等から大型個別共同研究への展開

・技術コンサルティングから個別共同研究への展開

・研究ユニットの研究人材の増強

等が挙げられる。これらの課題を解決するため、領域幹部、領域担当のイノベーションコーディ

ネータ、研究ユニット幹部が連携し、対応を進める。

（３）マーケティング力の強化

【背景・実績・成果】 

 当領域は産業技術の共同研究成果を共同で管理し、組合員相互で活用する法人である技術研究

組合への参画やコンソーシアムの主催を通じて、最新ニーズの把握に努め、産総研の技術力と中

立的立場を活かした産業界の研究開発のハブ機能の創成に寄与した。  

領域担当のイノベーションコーディネータ（4 名）は、新たな共同研究先企業の発掘を目的に、

イノベーション推進本部と共同で大型案件への対応や定期的なマーケティング会議への参画に

よる情報共有、テクノブリッジフェアへの大型連携企業の招待と技術研究組合やイノベーショ

ン・コンソーシアム型共同研究の運営及び支援活動等を行なった。これらの活動により、最新の

マーケットや技術動向と企業ニーズを把握し、産総研技術との連携に努めた。また、エネルギー

デバイス産業、エネルギー産業、自動車産業に加え、素材・化学産業への産総研技術の橋渡し等

に努力した。特に自動車産業に向けては、エネルギー損失低減技術（熱電変換、軽量化素材）や

排気処理（触媒技術）、将来システムの基礎技術（電動化、新燃料）の展開を行ってきた。

 当領域では令和元年度までに、以下のようなコンソーシアムを設立し、企業との連携強化を図

った。  
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・産総研が会長・幹事長を務めて総数 100 に及ぶアカデミア研究室の連合体を組織し、内燃機関

産学官連携コンソーシアムを平成 29 年 6 月に設立し、自動車業界のエンジンシステム技術に関

するニーズに応える研究体制を確立した。令和元年度は自動車エンジンに関するデータベースを

構築し、自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）と共同で運用した。

・産総研の 8 ユニット、8 研究グループ等の 36 名の研究者からなる「戦略的都市鉱山研究拠点

(SURE)」は企業連携組織「SURE コンソーシアム（産総研、企業 64 社、28 公的機関より構成）」

と連携し、天然鉱山と価格競争が可能な都市鉱山の開発を目指した。SURE コンソーシアムの会員

が中心となり、平成 29 年度より 6 年間の NEDO プロジェクトを開始した。当領域の研究者が PL

を務め、廃製品自動選別技術・廃部品自動選別技術・高効率精錬技術開発について多角的な橋渡

しを実施し、数千万円規模の民間資金の獲得にもつながった。平成 30 年度には NEDO プロジェク

トの加速的開発を目的に設置した集中研究施設を産総研内に開所した。さらに令和元年度には廃

アルミニウム、廃プラスチックを課題とした 2 件の NEDO 先導プログラムを開始した。なお PL は

平成 29 年度の日経地球環境技術賞優秀賞を受賞した。令和元年度も継続し SURE コンソーシア

ムを意見交換の場として活用した。

・平成 28 年度に、固体酸化物エネルギー変換先端技術コンソーシアム（ASEC、企業 14 社、3 大

学、産総研 16 名の研究者より構成）を設立し、固体酸化物形燃料電池の抱えるトリレンマ（経

済性・効率性・耐久性）を解決可能な基盤技術の開発と技術革新による適用先の開拓を検討する

体制を構築した。3 年間の研究活動により、従来比 10 倍の高性能電極・従来比 10 倍の出力密度

のセルを達成し、その製造方法と課題整理を行った。令和元年度からは現在の 13 機関に加え、

材料企業、セルスタック企業、システム企業、利用企業等が集まる集団に拡大再編成した。

インベントリデータベース（IDEA）の開発に関しては、国連環境計画（UNEP）がグローバルな

インベントリデータベース間の相互利用を目的として構築を進めているグローバル LCA データ

アクセスネットワーク(GLAD)に IDEA 構築に関わる研究者が日本の代表として参加した。また、

IDEA に特化した窓口組織の設置と研究開発中の技術の環境適合性を評価するニーズに応えるた

め、 IDEA ラボを平成 29 年 4 月に設立した。さらに、国内外の主要な LCA ソフトウェアにデータ

を提供することにより、国内にとどまらず海外のユーザーに向けても普及活動を進めた。日本の

基盤データベースとして産業技術の環境活動に大きく貢献したことが評価され、平成 28 年度に

は LCA 日本フォーラムより経済産業省産業技術環境局長賞を受賞している。データセット数の蓄

積を平成 30 年度も続け、令和元年度には IDEA ver. 2.3 をリリースした。 これまでの販売累計

は 394 件に達している。

板状大型単結晶ダイヤモンド製造技術による産総研発ベンチャー企業（イーディーピー：設立

平成 21 年 9 月）が、大型切削工具や次々世代半導体につながる 1 インチウェハを製品化し、平

成 29 年度には売上 3 億円を上回る成長を達成したことが評価され、産学官連携功労者表彰（内

閣総理大臣賞）を受賞した。（関西センター）  

産総研のサポートにより、株式会社ニッコーが水産物の鮮度保持に優れたシャーベット状の海

水氷（シルクアイス）を、船の上で海水から製造可能な漁船搭載用の製氷機を開発し、実用化し

た。このことが評価され、平成 29 年度に第 7 回ものづくり日本大賞の製品・技術開発部門にお

いて「内閣総理大臣賞」を受賞した。令和元年度も開発した当製氷機は 5 台販売され、販売累計

35 台に達している。 

【成果の意義・アウトカム】 

自動車業界がパワートレインに関する基盤技術の強化と次世代を担う産学双方の研究開発人

材の育成のために設立した技術研究組合 AICE に産総研も参加している。この中で、産総研は研

究開発のみならず、自動車業界と大学を主体とするアカデミアとの結節点（ゲートキーパー）と

して、産業技術ニーズと基礎研究の通訳・交通整理役を果たしてきた。平成 29 年度、当領域内

に立ち上げた内燃機関産学官連携コンソーシアムでは、技術研究組合 AICE を通じて産業界のニ

ーズを把握し、産総研を含むアカデミアの力を結集して連携することで、多角的に課題に対応で
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きる体制を構築してきた。今後、産業界からの資金・人材のリソース提供を含む支援を得つつ、

持続的な連携体制を推進することになり、特筆すべき成果と考えている。自動車の電動化へのシ

フトが顕著になってきており、動力源としての内燃機関、燃料電池、さらに周辺技術のパワーエ

レクトロニクスや蓄電池等への研究対象の広がりも期待される。

人工資源からの金属生産技術を確立する戦略的都市鉱山技術の導入 10 年間で、日本の金属生産

市場が 5.3 兆円となることが見込まれることから、日本再興戦略、NEDO 技術戦略が策定される

など、SURE コンソーシアムを中心とした動静脈連携による日本型「戦略的都市鉱山」に社会的な

期待が高まってきた。気候変動関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）や ESG 投資（ESG は

Environment、Social、Governance）の環境側面の評価技術として必須である LCA の基盤となる

IDEA ラボの活動において、インベントリデータベースに関するライセンスを累計 394 件既に販

売しており、日本企業の環境性能分析を支えることに加えて、国際的にも日本初のトップデータ

ベースとして認知されている。

【課題と対応】 

平成 29 年度に設立した内燃機関産学官連携コンソーシアムを始め、当領域では技術開発コン

ソーシアム等の主催や技術研究組合への参画例が多い。

NEDO プロジェクトも含め、業界のニーズに応える形で、協調領域・前競争領域でのオープン・イ

ノベーション・プラットフォームを形成・運営することが、当領域の大きなミッションと判断し

ている。直接的・顕在的な産業ニーズ対応だけでなく、未来型・潜在的な産業技術ニーズも発掘

される場合が多く、当領域にとっての重要な技術マーケティング活動としても位置付けている。 

プラットフォームの運営には、産業界の意向により公的資金（NEDO、戦略的イノベーション創造

プログラム（SIP）等）を確保に動く場合が多いが、民間資金活用型の共同研究体 TPEC や、技術

研究組合 AICE、技術研究組合 LIBTEC などでは多額の民間資金も供出されている。公的資金/民

間資金を区別するのではなく、我々がどういった形で産業貢献することが真の産業振興につなが

るのか、それを常に検証しながら運営することが求められる。なお、プラットフォーム活動の中

から、競争領域に入るようなテーマについては個別企業との連携に進む場合もあり、今後はプラ

ットフォーム活動からの個社連携への展開にも注力したい。第 5 期中長期目標期間の課題として

は、

・NEDO の先導調査研究等から大型共同研究への展開

・イノベーション・コンソーシアム型共同研究の設備更新における減価償却費の考え方の導入

・大型機器導入時の公示期間の短縮

・研究ユニットの研究人材の増強

等が挙げられる。これらの課題を解決するためには関係部署との協議により対応を進める。

（４）大学や他の研究機関との連携強化

【背景・実績・成果】 

当領域では大学等と連携して、将来の産業化を見据えた目的基礎研究の強化に取り組んできた。

平成 27 年度より本格運用されたクロスアポイントメント制度を利用して、エネルギー・ナノ工

学ラボ（東京大学）、イオン液体の電気化学的応用技術開発（大阪大学）、再生可能エネルギー研

究開発（山形大学）、アンモニアガスタービン研究開発（東北大学）など、平成 27 年度に 6 名（受

入 5 名、出向 1 名）、平成 28 年度に 3 名（受入 2 名、出向 1 名）、平成 29 年度に 3 名（受入 3 名、

出向 0 名）、平成 30 年度に 7 名（受入 4 名、出向 3 名）の研究者の受入・出向を行い、MOSFET の

チャネル形成におけるダイヤモンド表面制御に関する成果などを上げた。令和元年度には新たに

3 名（受入 2 名、出向 1 名）の研究者の受入・出向を行なった。また、平成 28 年度より経済産業

省が進める「オープンイノベーションアリーナ構想」の一環として、大学等のキャンパス内に設

置する産学官連携研究拠点「オープンイノベーションラボラトリ（OIL）」の整備に取り組み、大

学等の基礎研究と、産総研の目的基礎研究・応用技術開発を融合し、産業界へ技術の「橋渡し」
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を推進した。平成 28 年 4 月に名古屋大学内に設置した窒化物半導体先進デバイスオープンイ

ノベーションラボラトリ（GaN-OIL）については、窒化物半導体技術の実用化のために必要な結

晶技術、デバイス技術、回路技術などの開発を行った（平成 30 年 8 月 1 日をもってエレクト

ロニクス・製造領域に移管）。また平成 29 年 1 月に設置された産総研・九大水素材料強度ラボ

ラトリ（HydroMate）では、九州大学が有する世界トップレベルの高圧水素ガス中でのマクロレベ

ル材料強度評価技術と、産総研が有する水素ガス中でのナノレベルの材料組織評価技術を融合し、

金属材料の脆化現象の解明を目指した研究を進めてきた。なおこれら 2 つのラボは、内閣官房「ま

ち・ひと・しごと創生本部」決定の「政府関係機関移転基本方針」を踏まえて設立された。平成

29 年 4 月には、エネルギー化学材料オープンイノベーションラボラトリ（ChEM-OIL）を京都大学

内に設置し、新材料・新概念に基づく先駆的エネルギー変換・貯蔵技術を軸として、次世代のエ

ネルギー化学材料技術の企業への橋渡しによる早期実用化を図るため、有機、無機、高分子、生

体材料等の材料研究で世界をリードする京都大学との連携研究を開始した。令和元年度も引き続

きクロスアポイントメント制度を利活用し、大学等との積極的な連携を図り、目的基礎研究の強

化を行い、産業界へ技術の橋渡しを推進した。

他研究機関との国際連携に関しては、平成 29 年度までに航空宇宙センター（DLR、ドイツ）と

エネルギー変換・貯蔵に関わる研究連携に関する協定を、パシフィックノースウェスト国立研究

所（PNNL、米国）と包括研究協力覚書を、欧州委員会共同研究センター（JRC）と研究連携に関す

る協定をそれぞれ締結した。また、平成 28 年 3 月に産総研とフラウンホーファー研究機構（FhG-

ISE、ドイツ）、国立再生可能エネルギー研究所（NREL、米国）の 3 機関が中心となり、世界を代

表する専門家（研究所、大学、政府機関、製造メーカー、金融等）約 50 名が参加した第 1 回テ

ラワットワークショップを開催し、エネルギー安定供給や気候変動抑制における太陽光発電の役

割について議論を行い、共同ステートメントを策定・公表した。その成果は平成 29 年 4 月に

Science 誌（IF:41.058）に掲載され、注目を集めた。平成 30 年 4 月には第 2 回（約 70 名参加）

を開催し、いよいよ実現化するテラワット太陽光発電時代への対応を協議した。経済産業省委託

の「革新的なエネルギー技術の国際共同研究開発事業」（全 10 事業）をはじめ、エネルギーに関

する技術開発を国際機関と連携して進めており、令和元年度までにオランダエネルギー研究セン

ター（ECN）や PNNL 等 8 か国 34 機関と連携するに至った。令和元年度も継続して連携強化に努

め、研究開発を進めた。その一環として、令和元年 10 月に当領域が主体となり、クリーンエネ

ルギー技術分野における G20 研究機関のリーダーが出席した国際会議 RD20（Research and

Development 20 for Clean Energy Technologies）を開催し、G20 が持つ多様な知見を融合し、

CO2大幅削減に向けた非連続なイノベーション創出に繋げるための協議を行った。

【成果の意義・アウトカム】 

大学とのクロスアポイントメントによる人事交流では、研究論文の増加や技術書の執筆などが

進んでおり、目的基礎研究力の強化に着実につながってきた。また FREA での共同実証実験にお

いてもアンモニア燃焼の成功などの成果が生まれ、水素エネルギー技術の実用性向上に貢献した。

GaN-OIL （名古屋大学）、ChEM-OIL（京都大学）、HydroMate（九州大学）ともテーマの絞り込みや

研究設備の整備が進み、GaN を用いたパワーエレクトロニクス技術（省エネ）の進展や燃料電池、

蓄電池等に応用可能な新規電極触媒への展開（蓄エネ）等が期待できる。このように目的基礎研

究から橋渡し研究までのシームレスな体制を組むことができており、研究成果の社会実装への加

速が期待される。 

【課題と対応】 

クロスアポイントメント制度や OIL 制度は近年開始した制度であるが、新たな OIL を設立する

など着実に進展している。両制度は、通常の共同研究とは異なるため、その効果に関する現状分

析と、課題の整理を行う必要がある。また当該制度の主な目的の一つは人材交流であり、将来を

担う優秀な人材の確保につながるようなスキームの構築が課題であると認識している。具体的な

対応としては、クロスアポイントメントや OIL 等で取り組んでいる研究の状況を、報告会開催な

どを通じて領域が定期的に把握し、リサーチアシスタントの雇用など、活発な人材交流が進むよ
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う状況に応じた現場への支援を実施する。 

外部機関との連携を強化・拡大していく方向性は、中長期的にも変わることはないと考えてい

る。クロスアポイントメントやリサーチアシスタントあるいは OIL を始めとして、制度上の整備

が進んだことから、これらの外部連携手段を有効に活用していくことが重要である。一方で、外

部連携のいたずらな拡大に陥ることなく、これらの運用とその効果を間断なく検証しつつ、個々

の連携を深化していくことが必要である。さらに、令和 2 年 1 月には 2019 年ノーベル化学賞を

受賞した吉野彰博士をセンター長とするゼロエミッション国際共同研究センターを設立した。本

センターの整備、事業を通じて、国際連携を加速させ、革新的環境技術の研究開発において世界

をリードし、脱炭素社会の実現を目指す。 

 

 

 

（５）研究人材の拡充、流動化、育成 

 

【背景・実績・成果】 

 当領域に所属する研究ユニットは、豊かで持続可能な社会の構築に貢献することをミッション

としてきた。これに資するため、研究に携わる人材の育成と社会への技術普及に努めるべく、リ

サーチアシスタント、イノベーションスクール、連携大学院制度を通じた取組を行った。社会へ

の高度人材の輩出を目指した産総研イノベーションスクールでは、第 4 期中長期目標期間中に学

位取得済のポストドクターを対象としたコースに 11 名（令和元年度は 1 名）を受け入れ、学位

取得前の大学院生を対象としたコースでは 6 名（令和元年度は 0 名）を受け入れ、エネルギー・

環境分野における高度な専門知識を有する人材育成に貢献している。また、第 4 期中長期目標期

間中のリサーチアシスタント数は 185 名（令和元年度は 40 名）に上った。その他、産総研研究

者が大学院において教員として講義や学生指導を行う連携大学院制度を通じて、筑波大学をはじ

めとした各大学において延べ 271 名（令和元年度は 47 名）の連携大学院教員を送り出し、領域

研究者の持つ高度な知見を大学院生への指導に活用した。第 5 期においても引き続きリサーチア

シスタント、イノベーションスクール、連携大学院制度を通じ、研究に携わる人材の育成と社会

への技術普及に努める。  

また、女性研究者の採用増加に向け、ダイバーシティ推進室が平成 28 年度より毎年度開催し

てきた「女子大学院生・ポスドクのための産総研所内紹介と在職女性研究者との懇談会」におい

て、ラボツアーやパネル展示など積極的に協力した。また、ロールモデルとして当領域の在職女

性研究者を数名参加させ、女性研究者としてのキャリアをイメージさせるよう努めた。その結果

として、令和元年度の採用試験応募者及び採用者における女性の比率は増加した。第 5 期におい

ても引き続き女子学生・ポストドクターへの広報活動に積極的に取り組み、採用試験応募者及び

採用者における女性の比率を増加させる見込である。  

  

外部人材教育においては以下の活動を行ってきた。  

 

・先進パワーエレクトロニクス研究センターでは、筑波大学 TIA（つくばイノベーションアリー

ナ・ナノテクノロジー拠点）連携大学院パワーエレクトロニクスコースの連携講座（3 教員）で

講義を担当するとともに、つくばイノベーションアリーナ（TIA）/TPEC の産業人材育成プログ

ラムであるパワーエレクトロニクスサマースクールに協力し、令和元年度も164名(学生110名、

社会人 54 名)の修了者を出した。第 4 期中長期目標期間における累計の修了者数は 689 名に達し

た。  

 

・再生可能エネルギー研究センターでは、クロスアポイントメント制度とも関連して、大学から

人材を受け入れている。令和元年度は、ポストドクター・技術研修員計 32 名、リサーチアシス

タント 12 名を受け入れ、再生可能エネルギー分野の人材育成を行った。（FREA）  
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・メタンハイドレート（MH）総合シンポジウムなどのアライアンス活動を通じて、企業の研究開

発人材に対して産総研が有する研究知見の橋渡しを行った。本シンポジウムは平成 21 年度から

毎年実施しており、平成 29 年度は 350 名超の参加が得られた。内容的には、砂層型 MH に関する

各種生産増進法に関する報告やハイドレートに関する基礎物性の話題の他に、表層型 MH 回収技

術開発に関する調査研究が新たに報告されるなど、ハイドレート研究の裾野が広がってきている。

令和元年度もメタンハイドレートフォーラム 2019、表層型メタンハイドレートの研究開発 2019

年度一般成果報告会を通じて、継続した研究成果の発信に努めた。 

 

・環境管理研究部門では平成 30 年度には戦略的都市鉱山研究拠点（SURE）コンソーシアム主催

のリサイクル技術セミナーを 2 回開催し（各回の受講者 57 及び 74 名）、動脈産業・静脈産業・

政府機関等の会員に対して、近未来の都市鉱山開発のための技術力向上を図った。第 4 期中長期

目標期間における累計の出席者は 870 名（14 回開催）に達した。 

第 5 期においても引き続き外部人材教育を行い、領域研究者の持つ高度な知見・技術を社会に

還元していく見込である。内部人材育成に関しては、領域内研究連携の推進を目的として、領域

長による領域運営方針の共有、全研究ユニット長によるパネルディスカッション、新規採用研究

者のポスター発表等、当領域独自の研究交流会（E&E フォーラム）を年 3 回程度実施してきた。

また若手研究員指導体制として、パーマネント化審査 1 年前には領域幹部及び研究ユニット長を

前にした研究進捗状況報告会（令和元年度よりパーマネント化中間審査として、全所的に実施）

を行うとともに、研究員の所属する研究グループのグループ長にも指導方針に関するアドバイス

を送ってきた。パーマネント化審査 2 か月前には、E&E フォーラムにて進捗状況を報告させ、

領域幹部、研究ユニット幹部、聴講者によるアドバイスを通じた指導を行ってきた。パーマネン

ト化した研究員には 1、2 年間の産総研内外への出向の機会を与え、OJT による研究マネジメン

ト業務の経験を積ませて将来の幹部人材の育成を行ってきた。その他、平成 27 年度より海外の

大学・研究機関での在外研究のための派遣支援を開始し、これまでに 9 名（令和元年度は 2 名）

の在外研究を支援した。第 5 期においてもこれまでと同様に内部人材育成を行うとともに、領域

内研究連携を目的としたアライアンスを強化し、幅広い視野を持った研究者を育成する見込であ

る。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 筑波大学 TIA 連携大学院パワーエレクトロニクスコース連携講座の運営や、TIA/TPEC パワー

エレクトロニクスサマースクールの開催、FREA における再生可能エネルギー研究人材の育成、メ

タンハイドレート研究のアライアンス活動、都市鉱山技術に関するセミナーの開催等、様々な外

部人材育成の機会を主体的に設け、これらの分野での産業人材育成に貢献した。  

 内部人材育成に関しては、領域独自に定期的に研究交流会を開催し、研究ユニットを跨いだ連

携を積極的に推進している。またパーマネント化前の若手研究員に対し、領域を挙げて指導する

体制を整え、将来のエネルギー・環境分野を担う研究人材を育てた。さらにパーマネント化した

研究員には、OJT による研究マネジメント経験を積ませたり、海外での在外研究を支援したりす

ることにより、能力に幅と奥行きを持たせた。  

 

【課題と対応】 

 当領域が所管するエネルギー・環境に関する研究テーマは、専門の異なる研究者が融合しなが

ら取り組むことに特徴がある。そのため、新規採用の研究者の視野を広げることを目的として、

第 4 期では領域内にアライアンスを設置し、異なる研究ユニットに属する若手から中堅クラスの

研究者の交流を促進させてきた。この活動は個々の研究者に対してのみならず、領域内の人的ネ

ットワークの構築と所外におけるプレゼンスの向上にも非常に効果的であったことから、今後も

アライアンス活動への支援を継続し、その拡充を通じて、幅広い視野を持った多くの研究者を育

成する。また、ダイバーシティの観点から、女性研究者や外国人研究者の拡充は継続した課題で

ある。第 4 期では、女性研究者の比率上昇に努力してきたところであるが、新人採用については

引き続き取り組む必要がある。リサーチアシスタント制度などを利用して、女性研究者を含む幅
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広い人材交流を強く推し進めることにより大学との連携を強化し、研究職員の採用につなげる。

これに加え、当領域の女性研究者による女子大学院生やポストドクターとの懇談会等を行い、女

性研究員の積極的な採用を目指す。特に外国人研究者については、令和 2 年 1 月に設立したゼロ

エミッション国際共同研究センターをはじめとして、温暖化等の地球規模での課題に国際的連携

のもと対応する必要性から、今後の大幅な人員拡充が強く求められる。国外の研究機関との研究

協力覚書（MOU）締結等による連携体制構築にあわせて、人材交流をより強力に推進することで、

優秀な外国人研究者の確保を目指す。中長期的にも、女性研究者や外国人研究者等の比率上昇は

重要な課題と捉えている。クロスアポイントメント制度や OIL 制度、リサーチアシスタント制度

なども活用しながら、大学等との連携を深化させる。 

 

２．「橋渡し」のための研究開発 

 

（１）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

 

【背景・実績・成果】 

 当領域では「目的基礎研究」として、次世代に大きく成長する可能性を秘めている多彩な研究

テーマを積極的に発掘し、研究を推進した。 

 

第 4 期中長期目標期間における目的基礎研究のモニタリング指標となる論文発表数について、

平成 27 年度から平成 30 年度は 462、433、491、472 報と高い水準で推移し、目標を達成した。

令和元年度は 12 月末時点で 384 報（目標 455 報）であり、目標値を上回る見込みである。また、

平成 27 年度から平成 30 年度に発表された論文のうち、Q1 ジャーナル（各研究分野における IF 

上位 25％の論文誌）に掲載された論文は平均 50％（Q2 ジャーナル（各研究分野における IF 上

位 26-50％の論文誌）を含めると 75％）であり、論文発表数だけではなく、質の高い論文誌に継

続して掲載されているといえる。目的基礎研究の評価指標となる論文被引用数に関して、平成 27

年度から平成 30 年度は 15,552、16,302、17,474、19,423 回と 4 年連続で増加傾向にあり、目標

値を大幅に上回った。令和元年度は 12 月末時点で 19,339 回であり目標値を上回った。研究領域

や組織の規模に関係なく比較可能な指標である相対被引用度（Category Normalized Citation 

Impact (CNCI)）は平成 27 年度から令和元年度の平均で 1.37 であり、世界平均の 1 を大きく上

回り、また、Clarivate Analytics 社 の Highly Cited Researchers（日本では 75 名（平成 28

年度）、72 名（平成 29 年度）、90 名（平成 30 年度）、102 名（令和元年度））に 3 名が 4 年連続

（平成 28 年度から令和元年度）で選出されるなど、質の高い目的基礎研究成果を発信してきた。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

科研費をはじめとした多くの公的資金を取得し、質の高い目的基礎研究の継続に努め、顕著な

成果を上げた。得られた基礎研究成果は我が国の科学技術イノベーションの礎となり、広く社会

へ還元されることが期待される。 

 

エネルギーを高密度で貯蔵する技術「高容量革新型蓄電池」（蓄エネ）： 

【背景・実績・成果】 

低炭素社会の実現に不可欠な自動車の電動化や再生可能エネルギーを活用した発電の普及加

速のためには、従来のリチウムイオン電池(LIB)を超える高容量・省資源・低コストを実現する

革新的な二次電池の開発が求められている。  

電気自動車の普及には、現行のガソリン自動車と同程度の航続距離を実現する高容量の二次電

池の開発が不可欠である。その正極材料候補である硫黄材料は現在市販されている正極材料と比

べ約 10 倍の高容量が期待できるが、充放電時に電解液へ溶出するため寿命特性に課題があっ

た。平成 29 年度までに硫黄を金属と結合させ非晶質金属多硫化物とすることで、充放電中の電

解液への溶出が抑制でき、高容量での充放電が可能となることを確認した。平成 30 年度には当
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該正極とリチウム金属負極を組み合わせ、市販 LIB と同程度のサイズの 8 Ah 級電池を試作し、

現行 LIB（～200 Wh/kg）を大幅に上回る 314 Wh/kg のエネルギー密度を実証した。令和元年度

にはこの電池の長寿命化に取り組み、金属多硫化物として TiS4 を正極に用いた全固体電池系にお

いて、実用化に目途をつけるマイルストーンとした充放電 100 サイクルにおいて、ほぼ容量低下

無しに作動させることに成功した。（関西センター）  

再生可能エネルギー普及や電力網の需給調整用の電力貯蔵用電源の大量導入には、資源制約の

ない低コストな二次電池が求められている。豊富な資源のみで構成でき、現行のリチウムイオン

電池と同等以上の性能が期待できるカリウムイオン電池に注目し、平成 29 年度までに、120 種類

を超える新規なカリウム複合金属酸化物正極材料を合成し、平成 30 年度には、これまで動作電

圧が 3 V 程度であった酸化物正極材料において LIB と同等の 4 V 級で動作可能な高電圧正極材料

の開発に成功した。しかし、正極材料が高価なことと電解液に可燃性の有機溶媒を用いることが

課題であった。令和元年度には、低廉な組成(Fe や Mn)からなる新規層状型正極材料や可燃性の

有機溶媒を含まないイオン液体で広い電位範囲で安定な Pyr13TFSA 系電解液を開発することによ

り、リチウム系と同等以上の比容量の 150 mAh/g を実証した。（関西センター）  

現行のリチウムイオン電池の理論容量を超えるために、従来の電池系とは異なる原理で動作す

る革新電池の開発が必要である。革新電池の一つである亜鉛-空気電池は容量及び安全性が高い

一方、現状では大気中の酸素と反応がおこる空気極の反応性を向上させる触媒性能の不足により

効率よく充放電ができない(過電圧)、また負極側で充放電時に生じる樹枝状（デンドライト）の

亜鉛の析出により内部短絡してしまう等様々な課題がある。本研究では、配位高分子(MOF)を鋳

型・前駆体として用いた機能性炭素材料合成法を活用し、白金と比べより活性の高い空気極触媒

の開発に取り組んだ。平成 30 年度には、MOF ナノチューブの合成に成功し、これを前駆体とし

て熱処理することで新規な構造を有するコバルトを担持したナノカーボン触媒を開発し、白金と

比べ過電圧を 0.2 V 抑制し、かつ最大出力が 1.7 倍となる高性能な非貴金属空気極触媒を実現し

た。令和元年度には、オープンカプセル MOF の合成に成功し、これを前駆体として熱処理するこ

とでコバルトを用いない連結カプセル金属高分散触媒を開発し、レアメタルフリーの電極触媒を

開発した。（ChEM-OIL） 

 

【成果の意義・アウトカム】 

金属多硫化物正極材料の開発に関しては、既存の正極材料の約 4 倍の高容量化に成功し、これ

を用いて市販電池と同等のサイズのリチウム電池を試作し、高いエネルギー密度を実証した。高

密度にエネルギーを貯められることで、より小型軽量の二次電池が実現できる。この結果より電

気自動車のみならず飛行体への搭載も視野に入れることが可能となる。本成果は Journal of the 

American Chemical Society(IF: 14.357)をはじめ、合計 10 報（令和元年度 1 報）論文掲載され

た。エネルギー密度に加えて耐久性でも向上してきており、目的とする電気自動車の実現やさら

には飛行体への適用に向けて着実に前進している。（関西センター）  

新型カリウムイオン電池の開発では、高性能な電極材料の開発により、資源制約の少ない低コ

ストなカリウムイオン電池の実現の可能性を示した。今後は材料の高性能化を進めていくととも

に、電池レベルでリチウムイオン電池と同等以上の性能実証を目指し、電力需給調整のための電

力貯蔵システムへの展開を目指す。なお、本成果は、平成 30 年度に Nature Communications（IF: 

12.353）等に掲載され、令和元年度は論文誌の表紙も飾った。さらに日本経済新聞等 7 紙で報道

された。国内外からの招待・依頼講演も多くなっており、産総研発の新しい電池システムとして

評価されている。（関西センター）  

MOF 利用の高性能空気極触媒開発は、従来の白金触媒とくらべ高性能を実現し、安価かつ高出力

の亜鉛-空気二次電池に基づく高効率低コストな蓄電システムの実現に資するものとして高く期

待される。本成果は、平成 30 年度に Advanced Energy Materials (IF: 21.875)はじめ、IF10

以上の論文誌に合計 7 報（令和元年度 3 報）掲載された。今後は、空気極触媒の性能向上に加え、

電解質の開発を進め、高性能亜鉛-空気電池の実証を目指す。（ChEM-OIL）  

 

エネルギーを高密度で貯蔵する技術「水素キャリア」（蓄エネ）： 
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【背景・実績・成果】 

脱化石燃料（低炭素社会）に向かって、水素を二次エネルギーとする社会の構築が求められて

いる。そのために、体積エネルギー密度の小さい水素を効率よく貯蔵・運搬する手段として、ア

ンモニア、メチルシクロヘキサンなどの水素キャリアの技術開発が進められている。これらは発

電等の大規模利用の点で優れているが、水素製造におけるエネルギー効率が低く、中小規模での

利用に課題があった。平成 29 年度までに、80℃に加温するだけで、ギ酸から高圧(100 MPa 超)

水素の生産が可能な触媒を開発し、ギ酸の水素キャリアとしての優れた特性を示した。平成 30 年

度は、水素貯蔵の観点から、アルカリ水電解による水素製造を経由することなく低電位での二酸

化炭素電解還元により再エネ電力から直接ギ酸合成の可能性を示した。さらに、二酸化炭素から

の有用化学品製造の観点から、従来、高温高圧条件（200℃ 以上, 5 MPa）が必要であった二酸

化炭素電解還元によるメタノール合成を、高性能触媒の開発と反応条件の最適化により、低温反

応条件下（70℃以下）で実現することに成功した。本成果により、二酸化炭素の有効利用ととも

に、他の水素キャリアでは到底実現できない「燃料電池の劣化原因である一酸化炭素を副生しな

い高圧水素の簡便な供給」を実現した。 

ギ酸から高圧水素ガスの発生が可能な触媒の開発に成功したことにより、数多くの企業から問い

合わせがあり、令和元年度も引き続き産業界との連携を進め、技術コンサルティング、有償試料

提供等の契約に至った。また、常温常圧で駆動可能なより高性能な CO2水素化触媒の開発に成功

した。加えて、ギ酸脱水素化触媒の耐久性が向上し、１か月以上の連続水素製造が可能になり、

実証化に向けた大きく前進した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

二酸化炭素を利用する水素キャリアにおいて、独自の触媒開発により、ギ酸からの高圧水素発

生、及び二酸化炭素からの高効率なギ酸・メタノール合成を可能とした。ギ酸は優れた液体系水

素キャリアであるとともに、70 MPa 以上の高圧水素を低コストに供給可能である。このためギ酸

を用いた水素ガスステーションでの実証が期待される。水素ガスステーションは日本国内で現在

約 100 か所あるが、燃料電池自動車の普及により 令和 12 年には 900 か所に拡大される計画で

ある。それに伴い燃料電池車の普及台数は、令和 12 年には 80 万台の普及を目指している。ま

た、二酸化炭素からの高効率なメタノール合成は、燃料利用に加えて、需要の大きいオレフィン

等の基礎化学品への利用が想定できるため、二酸化炭素の有効利用に向けた多大な寄与が期待で

きる。現在のオレフィン系誘導品の生産量は世界全体で 1.5 億トンであり、今後の年平均成長率

は 3％と予測されている。今後、国内外の研究機関、産業界との連携を通じて、二酸化炭素から

のメタノール合成の社会実装を目指す。なお、これらの技術は、平成 27 年度から令和元年度に、

Chemical Reviews（IF: 54.3、総被引用数 524 回）、Advanced Energy Materials（IF：24.9）等

の総説や、ACS Catalysis（IF:12.2）8 報など著名な論文誌に 37 報（令和元年度：5 報）が掲載

された。また、石油学会平成 29 年度 第 54 回論文賞を受賞、平成 27 年度に日刊工業新聞等 4 紙

（平成 30 年度：ガスレビュー）で報道され、さらに、平成 30 年度には第 51 回 市村地球環境

学術賞 貢献賞を受賞するなど、高く期待されている。また、国内外の多数の講演（日本化学会、

触媒学会、アメリカ化学会、錯体化学国際会議、有機金属化学国際会議、等）に招待され、アカ

デミックの観点からも高い評価を受けている。 

 

新エネルギーの導入を促進する技術の開発（創エネ）： 

【背景・実績・成果】 

さまざまな化学薬品の製造には膨大な化石燃料のエネルギーが使用されており、その省エネル

ギー化や CO2 フリー化は非常に重要な課題である。産総研は、殺菌や漂白、洗浄などの用途で利

用される過酸化水素や次亜塩素酸などの酸化的な有用化学薬品を、太陽光エネルギーを利用して

製造する高性能な光電極技術を開発し、この新規分野を広く開拓しながら論文と特許を出してい

る。平成 29 年度は、有機合成酸化剤として利用される 7 価クロム酸生成における電流効率（電

子の反応選択性）が約 100％となる反応プロセスを確認した。平成 30 年度は、環状炭化水素か

らナイロン原料を生成する反応における電流効率が 100％に近いことを確認した。令和元年度は、
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酸化タングステン光電極を用いた過マンガン酸酸化によるエチルベンゼンからのアセトフェノ

ン生成や芳香族チオール化合物の酸化等の新規な反応系を開発した。また、光は直接使わないが、

太陽光発電等の再エネ電力を有効利用するアノード電極触媒系の高度化も行い、水から過酸化水

素を酸化的に生成するための安定なアンチモン複合酸化物からなる電極触媒などを開発した。さ

らに酸化タングステンからなる粉末光触媒反応で効率的に次亜塩素酸が生成することを見いだ

した。これらに関する特許 3 件を出願予定であり、本分野での関連特許は合計 14 件となり、広

い特許群の構築を進めた。 

海洋プレートの沈み込みに起源を有する超臨界地熱システムを利用した超臨界地熱発電によ

り、一地点で 100 MW 以上の膨大な発電が実現できる可能性がある。平成 27 年度は、産総研が

中心となり、民間企業・大学と共に超臨界地熱発電の可能性検討を行い、商用発電が可能なこと

を見出した。その後、詳細な調査・検討を行い、平成 28 年度は、一地点で 100 MW 以上の経済性

を有する発電が実現可能であることを示した。さらに平成 30 年度は、地下 5 km までの大深度へ

の試掘へ向けた事前調査を開始した。令和元年度は、平成 30 年度に引き続き，NEDO からの委託

を受け、北海道、東北、九州の有望 3 地域で自然電磁波探査、自然地震解析、坑井データ、地質

学・地球化学的データの取得を行い、各地点の超臨界地熱システムをモデル化した。このモデル

を使用して、抽熱・発電シミュレーションを行い、各地点で 100MW 程度の発電が可能であること

を示した。（FREA） 

 

【成果の意義・アウトカム】 

太陽エネルギーを用いた光電気化学的な反応による有用化学品製造に関しては、殺菌や漂白、

洗浄などに利用される過酸化水素などの酸化剤を簡易生産することができるため、殺菌溶液製造

装置等の小規模市場を狙った早期実用化が期待される。この太陽エネルギーを用いた有用化学品

製造技術から発展した各種電極触媒技術は、再生可能エネルギー電力を利用した Power-to-Gas

と比べて、さらに経済性の高い大規模な Power-to-X（水素＋高付加価値品）システムの構築に寄

与し、結果として再生可能エネルギーの大量導入の促進につながると期待される。本成果は 

Advanced Energy Materials (IF: 24.884)をはじめ、合計 18 報（令和元年度 6 報）論文掲載さ

れ、また化学工業日報等 6 紙（平成 30 年度）で報道された。例えば、過酸化水素と次亜塩素酸

ナトリウム製造において、世界で年間約 5,300 万トン、国内では年間約 150 万トンの CO2が排出

されており、本技術を用いて様々な化学製品を CO2 フリー製造する意義は大きい。  

また、超臨界地熱発電技術に関しては、一地点で 100 MW 以上の経済性を有する発電が実現可能

であることが示された。有望地点の選出、発電量の詳細評価等を進めることにより、2050 年以降

の超臨界地熱資源による国内発電総容量を、現在の石炭火力発電（約 40 GW）程度の数 10 GW 程

度にまで増大させ、二酸化炭素排出量の大幅な削減に寄与する。なお、本技術は、朝日新聞（平

成 29 年 11 月）等 2 紙で報道され、高く期待されている。（FREA） 

 

エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発（蓄エネ）： 

【背景・実績・成果】  

水素環境下で金属材料の引張強さ、伸びなどの材料強度特性を低下させる水素脆化現象は、強

度特性が高いほど顕著になるため、引張強さ 1,000 MPa を超える耐水素脆化材料は未だ実用化さ

れていない。そこで、材料に与える水素の影響をナノからマクロレベルまでマルチスケールで解

析し、水素脆化現象の根源的理解とそれに基づく新規高強度耐水素脆化材料開発のための指針の

構築を進めてきた。平成 30 年度は、水素環境下での純鉄のき裂先端部において水素が塑性変形

を抑制する可能性を見出し、従来にはない新たな水素脆化モデルを提案した。令和元年度には、

水素脆化による微小クラックの生成・進展による材料破壊現象の実験的な観察結果に基づき、欠

陥配位水素濃度 CT と水素拡散係数 D を塑性ひずみの関数として定式化したモデルを作成し、き

裂先端のミクロな水素濃度勾配について計算機シミュレーションを実施した。その結果、水素環

境下での疲労き裂進展の加速を支配している因子は、き裂先端における水素量の絶対値ではなく

水素の濃度勾配であることを新たに見出した。（HydroMate） 
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【成果の意義・アウトカム】 

現状の規格材料では不可能な1,000 MPa以上の引張強さを有する耐水素脆化材料の開発指針を

導くことで、燃料電池自動車や水素ステーションなどの高圧水素ガス利用機器における水素貯蔵

容器や配管の更なる薄肉化、軽量化が期待できる。これにより高圧水素ガス利用機器の普及が促

進され、信頼性と経済性が両立した水素社会の実現に貢献する。さらに、水素発電などの化学プ

ラント用部材への波及も期待されることから、FCV、水素ステーションと合わせて、1,000 億円

程度の国内市場が期待できる。（HydroMate） 

 

エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発（省エネ）：  

【背景・実績・成果】 

未利用熱エネルギーを有用な電力に変換できる熱電変換技術を普及させるためには、変換効率

の向上が不可欠である。既存技術では 7％程度であった変換効率を、ナノ構造の形成により平成 

27 年度には 11％、電荷キャリア濃度の制御等を加えることで平成 30 年度には 12％に向上させ

た。令和元年度には、資源制約の少ない元素（銅と硫黄）を用いた熱電変換材料を開発し、これ

まで希少・毒性元素を用いないと達成が困難であった熱電性能指数 ZT = 1.0 の壁を突破した。

また、ナノ構造化の知見を活かし、より低温の未利用熱に適用できる高性能材料を開発した。  

パワーエレクトロニクス応用に向けたダイヤモンド半導体関連技術では、その材料特性から最

高のパワーデバイス性能が期待されているが、高品質のセンチ級大型結晶実現とデバイス化プロ

セスの確立が鍵となっている。平成 28 年度に基本プロセスの改善を進めてパワー応用に必須と

なる信号電圧をかけた時のみ導通する(ノーマリオフ型)MOSFET の動作実証に世界で初めて成功

した。デバイス構造形成用の大型ウェハ開発も並行して進め、平成 30 年度には従来の約 20 倍サ

イズの 2 cm2ウェハを実現した。これらの成果でダイヤモンド半導体の実用的なデバイス応用ポ

テンシャルを実証することができた。令和元年度には、大型ウェハ開発において一方向のみなら

ず多方向への成長により一辺 2cm 長まで種結晶を拡大し、その種結晶から単結晶自立基板のサイ

ズとしては世界最大である自立基板の形成を実証した。これらのウェハ形成技術を基に内製した

基板を用いて、ダイヤモンド pin ダイオードでシリコンパワーデバイスに比肩する耐圧 6.5 kV

を実現した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

高性能な熱電変換材料を開発し、発電効率 12％を有する熱電変換モジュールの開発に成功し

た。自動車の排熱回収に適用した場合、発電効率 12％は 5％以上の燃費改善に相当する。自動車

メーカーが 1％の燃費向上のためにしのぎを削る中で、5％は本格実用化開発が期待される値で

ある。他にも工場等からの廃熱を用いた発電への応用が見込まれる。なお本成果は、平成 28 年

度に Energy & Environmental Science（IF: 33）などの著名な論文誌に成果が掲載（第 4 期：

66 報、令和元年度：11 報）され、日本経済新聞等 16 紙（令和元年度：4 紙）で報道され、産総

研発ベンチャー「株式会社モッタイナイ・エナジー」の創立（平成 28 年 6 月）につながる等、

高く期待されている。今後は、耐久性向上とコスト削減に向けた技術開発を着実に実施して、技

術の普及に務める。熱電変換モジュールの市場は、ペルチェ冷却モジュールを中心に全世界で約

400 億円（令和元年度）だが、効率を向上させた熱電変換材料を発電モジュールに適用すること

で、未利用熱回収発電を含めた市場は飛躍的に拡大すると予想されている。また、コストを大幅

に低減させることができれば、自律 IoT センサネットワーク用の電源など、IoT 分野への波及効

果が期待される。  

また、マイクロ波プラズマ CVD 法では困難であった 10mm を超える大型ダイヤモンドウェハ厚

膜成長技術と側面からの多方向成長を組合わせることにより、インチ級ウェハ作製への技術的道

筋が得られた。同時に、従来開発してきたエピタキシャル薄膜成長及びデバイスプロセス技術に、

大型基板上へ適用する上でのボトルネック課題が無いことが確認できた。そのため、ダイヤモン

ドパワーデバイスの材料･プロセス基盤技術を開発し実用化への道筋が示せた。ダイヤモンドパ

ワーデバイスは、炭化ケイ素を凌ぐ高い耐圧特性を有するため、超高電圧領域での電力機器の小

型化が可能である。この技術により、社会インフラである送配電システムなどの小型化がもたら
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される。 

 

環境リスクを評価・低減する技術の開発（安全・物質循環）： 

【背景・実績・成果】  

各種産業廃水の生物学的廃水処理において、プロセスを高効率化・省エネ化・低コスト化する

ためには、有機物分解の中核となる微生物集団を含んだ活性汚泥の制御が課題となっており、活

性汚泥中の微生物群集の網羅的解析が不可欠である。平成 29 年度までに、環境中の膨大な遺伝

情報が取得可能な次世代シークエンサーを用いて、主要構成微生物である「細菌」の大規模同定

技術を確立した。平成 30 年度は、汚泥における原生動物等の重要性が明らかとなったことから、

細菌より高等かつ大きな微生物である「真核生物」の大規模同定技術を確立し、世界最高レベル

（1 サンプル当たり 3 万種レベル）で実産業廃水処理汚泥中の主要な真核生物の特定に成功し

た。本成果は、平成 30 年度より開始の SIP 戦略的イノベーション総合プログラム（スマートバ

イオ産業）の採択につながった。令和元年度は、内閣府 SIP 戦略的イノベーション総合プログラ

ム（産総研では生命工学領域が代表）に参画し、企業 5 機関等とともに、バイオプロセス実産業

廃水処理汚泥における微生物群集の網羅的解析を行い、運転条件の変化に伴う処理水質と構成微

生物の変化等についてデータを蓄積し、「廃水ビッグデータ」構築に着手した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

次世代シークエンサーを用いた環境微生物解析手法により、真核生物と細菌の捕食－被食関係

など、汚泥中での微生物動態の詳細な解析がさらに進み、真核生物による細菌捕食の促進等に基

づく汚泥浮上（固液分離能の低下）の解決や汚泥減容化につながるものと期待される。なお、本

成果は、The ISME Journal (IF: 10.872, Springer Nature)などの著名な論文誌に 34 報（令和

元年度：10 報）掲載され、日本経済新聞電子版等 10 紙（令和元年度：5 紙）で報道されるなど、

高く期待されている。 

 

【課題と対応】 

目的基礎研究のテーマ設定は、将来の「橋渡し」の基礎となる重要事項である。成果の半数は

各研究分野における IF 上位 25％の論文誌の論文誌である Q1 ジャーナルに掲載され、被引用数

も多く、高い評価を得ている。しかしながら、常に長期的展望を見据えた新たな研究シーズを発

掘し続けることは重要な課題である。「橋渡し」研究前期と後期を通じた産業界との連携におい

て、未来産業ニーズを掴む努力を怠ってはならない。また、領域内のエネルギー材料研究に関す

るアライアンス活動等を通じて、自由に新テーマを議論し、長期ビジョンに基づいた新たな研究

開発テーマの発掘を推進する。さらに平成 29 年度より、2050 年に向けた領域の未来研究テー

マの検討も開始した。大学とのクロスアポイントメント制度や、OIL 制度を活用した目的基礎研

究力の強化にも引き続き注力する。 

現在、エネルギー、とくに再生可能エネルギーに関する技術開発が急速に進展していることは

周知の通りであるが、時代に即した産業ニーズを的確に把握し、今後重要となるシーズに関連す

る基礎研究を進める必要がある。第 4 期中長期目標期間においては、エネルギー材料、エネルギ

ーシステム等の領域内アライアンスを通じたニーズ把握に努めてきたが、第 5 期中長期目標期間

では、時代の変化にも対応するべく、アライアンス活動のテーマを拡張していく。さらに、目的

基礎研究の成果発信としては論文が重要であり、当領域は Q1 ジャーナルへの掲載が高いレベル

で維持されているが、今後も質と量の向上を目指し、高 IF 論文誌への投稿を推奨していく。 

 

 

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発 

 

【背景・実績・成果】 

「橋渡し」研究前期においては、民間企業との受託研究等に結び付く研究開発への取組が求めら

れる。特に、公的外部資金を効果的に利用した産学官連携によるプロジェクトを中心に研究開発
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を展開した。特筆すべき研究トピックスは、（1）新エネルギーの導入を促進する技術の開発（創

エネ）より「超高効率太陽光発電」と（5）環境リスクを評価・低減する技術の開発（安全・物質

循環）より「戦略的都市鉱山開発」である。 

 

第 4 期中長期目標期間における「橋渡し」研究前期の評価指標となる知的財産の実施契約等件

数に関しては、平成 27 年度から平成 30 年度は 93、95、130、114 件と順調に推移し、技術の橋

渡しを着実に進めてきた。令和元年度は 132 件（12 月末時点、目標 110 件）と目標を達成した。 

また、「橋渡し」研究前期を担う NEDO 等の研究開発プロジェクトにおいて、「革新型蓄電池実用

化促進基盤技術開発（RISING2）」、「次世代パワーエレクトロニクス」、「メタンハイドレート資源

開発に係る研究開発」、「高効率な資源循環システムを構築するためのリサイクル技術」など、多

数のプロジェクトにおいて PL・サブ PL を務め、中心的な役割を果たした（公的資金獲得額：平

成 27 年度 45.7 億円、平成 28 年度 44.8 億円、平成 29 年度 51.3 億円、平成 30 年度 44.8 億円、

令和元年度 35.0 億円（12 月末時点））。令和元年度も NEDO 等のプロジェクトを主導し、橋渡し研

究前期のオープン・イノベーション・プラットフォームによる研究を推進した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

当領域では NEDO プロジェクト等、民間企業との協働による大型プロジェクトを数多く牽引し

ている他、得意とするオープン・イノベーション・プラットフォーム型の研究活動を幅広く展開

してきた。その結果として多額の公的外部資金を獲得しており、得られた研究成果は今後民間受

託への進展が期待される。 

 

新エネルギーの導入を促進する技術の開発「超高効率太陽光発電」（創エネ）： 

【背景・実績・成果】 

太陽光発電は、再生可能エネルギー導入による低炭素社会の実現、エネルギー安全保障などの

観点から、その普及が重要課題になっている。太陽光エネルギーは無尽蔵かつ地域的な偏在が少

ないことなどから導入が進んでいるが、国土の狭い我が国では太陽光発電システムの設置箇所が

限定されるため、太陽光エネルギーの更なる利用に向けては、車載や建材など太陽光発電の新用

途開発が必要とされている。一方で、従来の結晶シリコン太陽電池においては設置面積や設置条

件などの制約から、車載や建物などの新用途への適用は容易でなく、超高効率太陽電池デバイス

やフレキシブル太陽電池デバイスなどの革新的太陽光発電技術の開発が必要とされている。 

 太陽光エネルギーの高効率利用には、広範な太陽光スペクトルを有効利用するための太陽電池

同士の接合技術が必要となる。産総研では、パラジウムナノ粒子を利用して様々な太陽電池を自

在に接合するスマートスタック技術を開発した。平成 29 年度までに、通常の結晶成長では作製

困難であるⅢ-Ⅴ族 4 接合太陽電池を作製し、変換効率 33.1％を実証した。これは、通常のシリ

コン太陽電池では得られない 30％以上の変換効率を、他機関は持っていない独自の低コスト技

術で達成したという意義がある。平成 30 年度には、広く用いられている結晶シリコン太陽電池

をⅢ-Ⅴ族太陽電池と接合して作製した 3 接合太陽電池で変換効率 28.6％を達成した。また大

面積太陽電池モジュール作製技術確立を目指して、多数の太陽電池を一括して接合可能な一括転

写技術を開発し、これを用いたモジュール試作も行った。令和元年度には、シリコン（Si）ボト

ムセルの改良及びアルミニウムガリウムヒ素（AlGaAs）ミドルセルの採用により、Si 上の 3 接合

太陽電池で 30.8％、Ⅲ-Ⅴ族 4 接合太陽電池で 34.9%の変換効率を達成した。さらに粘着剤アシ

スト型新スマートスタック技術の開発により、初期的ではあるが 4 インチ薄膜のスタックに成功

した。また、モジュールとしての信頼性試験を実施して課題抽出を行った。  

高効率Ⅲ-Ⅴ族化合物太陽電池は製造コストの制約から、従来は人工衛星用電源などに用途が

限定されていた。これを地上で利用し太陽光エネルギーの利用を拡大するには、製造コストの低

減が鍵となる。低コストかつ高スループットにⅢ-Ⅴ族化合物太陽電池を製造するためにハイド

ライド気相成長（Hydride Vapor Phase Epitaxy、HVPE）装置を大陽日酸株式会社と共同で開発

している。平成 29 年度までに日本初の HVPE によるガリウムヒ素（GaAs）太陽電池の作製に成功

し、平成 30 年度には GaAs、インジウムガリウムリン（InGaP）ともに 50 µm/h 以上の従来比 10
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倍以上の超高速成長（InGaP においては世界最高成長速度）と世界最高レベルの変換効率（GaAs 

太陽電池： 22.1％、InGaP 太陽電池：12.1％）を達成した。令和元年度には、Ⅴ族種の成長モー

ドを制御することによって GaAs で 120 µm/h、InGaP で 141 µm/h の超高速成長に成功した。特に

InGaP は従来の有機金属気相エピタキシー成長の 30 倍に匹敵する超高速成長である。120 µm/h

成長時の GaAs 太陽電池の変換効率は 20％を超え、超高速成長と高品質を両立た。また、世界で

初めて HVPE によるアルミインジウムガリウムリン（AlInGaP）、ヒ化アルミ（AlAs）の成長に成

功し、HVPE で成長した AlAs 膜をエッチング層として GaAs 層を剥離・回収するエピタキシャルリ

フトオフ（ELO）に成功した。一方、AlInGaP 層においては、フォトルミネッセンス発光が観測さ

れる程度の品質を得たが、InGaP セルの発電効率向上には至っておらず、発電効率向上へ向け今

後さらなる高品質化を行う。 

高効率・低コストと共に軽量・フレキシブル性が期待されるカルコゲナイド系化合物薄膜太陽

電池においては、更なる性能向上に向けて基盤的・学術的知見の構築が必要とされている。平成 

29 年度までに、カルコゲナイド系化合物太陽電池（CIGS 系太陽電池）において、アルカリ金属

添加と熱光照射を組み合わせた技術により変換効率 21％を実現した。平成 30 年度には、性能向

上の一因と考えられるアルカリ金属化合物層の直接観察に成功し、性能向上メカニズムの指針を

見出した。また、新規開発した酸化インジウム系透明導電膜を用いた太陽電池ミニモジュールを

作製し、集積構造の世界最高効率 20.9％を達成した。令和元年度は、熱光照射効果とアルカリ不

純物の関係を明らかにするとともに、小面積太陽電池で変換効率 22.1%を達成した。また、軽量

フレキシブル CIGS 太陽電池の研究開発において、民間企業との共同研究を開始するに至った。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

スマートスタック技術の開発では、異種太陽電池を低コストで接合する技術により、従来は材

料の組合せに制約があった多接合太陽電池の選択肢が広がり、コスト重視、効率重視、可とう性

重視など様々な要求仕様に合った多接合太陽電池の実現が可能になる。また、30％以上の高い変

換効率が得られるⅢ -Ⅴ族化合物太陽電池に関しては、従来比 30 倍以上の高速成長の実現等に

より製造コストを低減することで、宇宙用などに限られていた高効率Ⅲ-Ⅴ族化合物太陽電池の

地上での利用が可能となり、超高効率が求められる車載応用などの新用途への展開も期待できる。

特に変換効率が 30％超の太陽電池が電気自動車やハイブリッド車へ応用されれば、短距離型利

用の乗用車（利用形態の約 7 割に相当）は充電フリーで走行可能となる。さらに新たな用途とし

ては、高効率太陽電池を搭載した無人飛行機による成層圏通信基地局の実現が試みられており、

本技術への期待が高まっている。本技術は、日本経済新聞等 6 紙で平成 29 年度に報道され、高

く期待されている。設置面積が限定される狭小地への適用や従来太陽電池が利用されていなかっ

た新たな用途展開を通して、国土の狭い我が国における再生可能エネルギー大量導入の更なる加

速が期待される。本成果は Progress in Photovoltaics(IF: 7.776)をはじめ、合計 27 報（令和

元年度 8 報）論文掲載され、3 件の学会賞を受けた。宇宙用太陽電池の市場は現在 300 億円程度

だが、無人飛行機や電気自動車への普及により数兆円規模の市場が予想される。また、変換効率

を 40％以上に向上させることができれば、地上用途への更なる普及が期待される。  

CIGS 薄膜化合物太陽電池の高効率化では、アルカリ金属添加と熱光照射を組み合わせること

で CIGS 太陽電池の飛躍的な性能向上を実証した。具体的には、アルカリ金属の中でも Na より

も重い K や Rb を CIGS 表面照射することで異相層（RbInSe2など）が形成され、これが p-n 接合

界面の改善に効いていること、熱光照射効果はアルカリ金属を含有しない CIGS でも観察される

CIGS 固有の特性であるが、アルカリ金属を添加することで劇的にその効果が現れることなどを

発見した。これらの成果により、第 4 期開始時の CIGS 小面積セル光電変換効率は 20%に満たなか

ったが、令和元年度には 22%を超えるまで効率向上に成功している。この性能向上のメカニズム

解明は、高性能 CIGS 太陽電池開発に不可欠な基盤的・学術的知見となり、更なる性能向上の実

現と共に太陽電池製造に関与する企業への技術橋渡しにも貢献できる。軽量・フレキシブル化が

容易な CIGS 太陽電池の高効率化により、曲面設置が必要な建物壁面などへの応用の可能性が広

がることが期待される。本成果は Advanced Energy Materials 誌(IF: 24.884)をはじめ、合計

57 報（令和元年度 8 報）論文掲載された。また、受賞 4 件（令和元年度 1 件）、新聞報道 4 件で
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ある。CIGS 太陽電池の市場は既に 500 億円規模（ソーラーフロンティア社平成 29 年売上高）

だが、従来のメガソーラーや住宅用だけでなく電気自動車などの普及により、CIGS 太陽電池は今

後新規用途への市場拡大と再生可能エネルギー分野への波及効果が期待される。 

 

環境リスクを評価・低減する技術の開発「戦略的都市鉱山開発」（安全・物質循環）： 

【背景・実績・成果】 

戦略的都市鉱山構築のための高度な金属回収を実現するには、廃製品の情報を利用した自動・

自律型物理選別技術と、多様な金属形態に対応した低コストな製錬技術の開発が必要である。物

理選別では、選別工程において手作業コストが約半分を占めており、また、労働者不足が深刻化

しているため、プラントの省人化・無人化が早急な課題であり、自動・自律型の物理選別技術が

求められている。平成 27 年度には複数の粒子を同時に認識し、並列処理が可能なデータ利用型

のスクラップ自動選別装置（アリーナソータ）及び複数種の電子素子を選別可能にする四管式気

流選別機を製品化した。平成 30 年度には手解体・手選別の自動・自律化が可能となる融合型ソ

ータ及び複数の選別機を自律制御するシステムを開発した。令和元年度にはベンチスケール機を

完成させ、世界初となる廃製品の無人選別プラント開発に資する要素装置開発を達成した。製錬

技術では、低コストでシンプルな分離プロセスの開発が鍵となっている。特に磁石等に用いられ

ている希土類元素は、そのリサイクル回収工程に多段を要し、時間とコストがかかることが課題

となっている。平成 29 年度までに磁石からの希土類元素回収工程を大幅に短縮可能な溶融塩電

解による回収法のコンセプトを確立した。平成 30 年度には溶融塩電解のみで希土類元素である

ネオジムとジスプロシウムの相互分離を実証した。令和元年度には Nd と Dy の相互分離に加え各

元素の同時回収を達成した。Nd と Dy の相互分離のみ、あるいは Nd と Dy が混在した状態での回

収は数例の報告があるが、これらを単一工程で同時達成したのは世界初である。これらの物理選

別及び製錬技術は、平成 27、28 年度の NEDO 先導プログラムを経て、平成 28 年度から始動した

NEDO プロジェクト獲得に至った。平成 30 年度には、NEDO プロジェクト開発拠点となる集中研

究施設分離技術開発センター（CEDEST）を産総研内に設置した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

戦略的都市鉱山構築のための高度な金属回収研究においては、廃製品の情報に基づく選別工程

の自律制御化に資する概念と、我が国に適した高度製錬技術に資する概念を構築するとともに、

その実現に向けた技術の開発に漕ぎ着けた。これは我が国における労働者不足と、SDGs など世界

的資源循環思想を両立させる、我が国独自の革新技術となる。この技術思想は、平成 28 年度に

日本再興戦略や NEDO の技術戦略にも盛り込まれており、日本の都市鉱山開発において重要視さ

れている。本研究開発に伴う社会全体の経済的効果は、世界への自動・自律型リサイクルプラン

ト販売と、金属価格高騰に伴う我が国の調達コスト削減効果をあわせて、技術普及の 10 年間で 

5,326 億円／年、期間合計で約 5 兆 3000 億円となる。なお、本技術は、Waste Management

（IF:4.723）などの著名な論文誌に 58 報（令和元年度:9 報）掲載されるとともに、読売新聞や

朝日新聞等に 39 件掲載（令和元年度：1 件）、テレビでは 5 件報道され、日経地球環境技術賞優

秀賞（平成 29 年 11 月 20 日）、日本分析化学会 Hot Article Award Analytical（令和元年 12 月

10 日）など 8 件（令和元年度：3 件）の受賞をはじめ、社会からも高く評価されている。 

 

新エネルギーの導入を促進する技術の開発（創エネ）：  

【背景・実績・成果】 

太陽電池の大量導入に伴い、既設太陽電池モジュールの発電特性をオンサイトで評価する屋外

測定技術へのニーズが高まっている。天候や日射条件に依存する屋外測定結果から、標準試験条

件における太陽電池モジュールの性能を推定する技術が鍵となる。平成 29 年度までに、日射変

動時における測定ばらつきを従来技術の 1/3～1/5 に低減し、測定可能日数を 5～10 倍に増加す

る技術を開発した。平成 30 年度には、太陽電池モジュールの温度などの予備的情報なしに、標

準試験条件における発電特性を推定する温度照度補正技術を開発した。令和元年度は、これらの

技術を各種太陽電池モジュールの屋外測定に適用し、屋外環境の 0.3～1 kW/m2 以上の広い照度
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範囲で、最大出力測定再現性を従来技術（日射計使用）の±5 %程度から±1 %以内まで改善する

ことに成功した。開発した補正技術は IEC 規格中に提案中である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

太陽電池性能屋外高精度評価技術では、既設の太陽電池モジュールの発電特性をオンサイトで

正確に評価できることで、迅速な劣化診断、故障・交換の判断が可能となる。これにより太陽光

発電システムにおける性能モニタリングの低コスト化と継続的な最大発電量を確保するシステ

ム運用とが可能になり、再生可能エネルギー大量導入とその利用の更なる加速が期待される。ま

た本手法の国際標準化により、オンサイト評価の公正性の確保が期待できる。 

 

エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発（蓄エネ）： 

【背景・実績・成果】 

エネルギーキャリアとして利用が期待されるアンモニアについて、製造利用技術を開発してい

る。平成 28、29 年度は、利用技術としては難燃性のアンモニアを直接燃焼利用するガスタービ

ン発電に世界で初めて成功し、また、製造技術では 400℃かつ 10 MPa 以下で高い活性を示す触

媒改良に成功した。平成 30 年度は、ガスタービンシステムを 10ppm 未満へ低 NOx 化し、再エネ

水素を原料とするアンモニア合成を国内で初めて実証した。令和元年度は、パートナー企業の実

証事業等を支援し、実用化を推進した。具体的にはアンモニア由来の水素とアンモニアによるガ

スタービンの起動、燃焼器への液体アンモニア噴霧の供給などについての技術開発に着手し、ア

ンモニア合成では変動水素供給での触媒性能評価を行った。（FREA）  

また、車載電池には、従来の電解液を用いた液系電池と比べ、コンパクトで高安全化が可能な

硫化物全固体電池開発への期待が世界的にも高い。この全固体電池の量産化のための鍵となるシ

ート型電池の製造プロセスを平成 29 年度までに確立し、市販リチウム二次電池にせまる 188 

Wh/kg のエネルギー密度を全固体電池で実証した。平成 30 年度には、シート化プロセスの改善に

より、容量低下がほとんど見られない負極電極の作製に成功した。令和元年度には、スラリー内

固形分濃度の最適化や分散状態の把握、固体電解質シートの剥離工程の再検討、正負極容量バラ

ンスの調整、電極プレス工程の改善といった各種製造工程のボトルネック抽出と改善を行った。

その結果、室温付近（30℃）における 20 mm×20 mm の積層セルが、市販品同等のシート型電池

で 200 Wh/kg を超えるエネルギー密度を達成した。（関西センター） 

 

【成果の意義・アウトカム】 

再エネ水素を利用したアンモニアの合成及び直接燃焼利用技術の実証により、燃焼時に二酸化

炭素を排出しないアンモニアを水素エネルギーキャリアとして利用することが可能となり、それ

により脱炭素社会の早期実現が加速すると期待される。本技術は、アンモニア専焼ならびにアン

モニアとメタンの混焼によるガスタービン発電の成功が世界初であるとともに、再エネ水素によ

るアンモニア合成が国内初、その再エネ水素由来アンモニアによるガスタービン発電も世界初で

ある。これにより、再生可能エネルギー由来の水素を大量貯蔵し、水素エネルギーを本格活用す

る技術の実現が期待される。アンモニアは、再生可能エネルギーを輸出する媒体として国内外で

期待されており、再エネ水素を用いるアンモニア合成プラントが海外で普及した場合に 2030 年

には数千億円規模、国内では数十億円規模の市場が予想され、再生可能エネルギー分野への波及

効果が期待される。これらの成果は、朝日新聞など計 19 紙（令和元年度 1 紙）で報道され、特

許出願 4 件（令和元年度 3 件）、査読付き論文として 19 報（令和元年度 6 報）掲載され、高く評

価されている。（FREA）  

また、硫化物系全固体電池の実用化に向けた取組では量産化に対応できるシート型電池での性

能実証に成功し、車載用電池への全固体電池の実用化への道筋を示した。本成果は合計 7 報（令

和元年度 1 報）論文掲載された。自動車・電池関連主要企業が参画する技術組合（LIBTEC）が NEDO

から委託され実施中の硫化物全固体電池の研究開発プロジェクトへ、当該技術を技術移転してお

り、国立研究開発法人として高い技術レベルで実用化に向けた研究開発を行っている。この技術

の実現により、性能向上と信頼性を両立するコンパクトな電池モジュールの作製が可能となり、
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電動自動車の普及が加速する。硫化物全固体電池の市場は 2035 年に電気自動車（EV）用で 2 兆

円規模と予測されている（関西センター） 

 

エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発（省エネ）：  

【背景・実績・成果】 

固体酸化物形燃料電池（SOFC）の本格普及には、高耐久化が必須である。平成 29 年度までに、

不純物 (例えば大気中の二酸化硫黄)と電池材料との反応等に由来する被毒劣化メカニズムを解

明した。また、東北大学と連携し、耐久性迅速評価のためのシミュレーション技術を開発した。

SOFC の更なる高効率化や強靭化のためには、電解質中へのプロトン溶解を防ぐ必要があるため、 

平成 30 年度及び令和元年度は、過酷試験後のセルスタックの解体分析、電解質中のプロトンの

評価手法の開発など劣化機構の解明に必要な基礎データの収集を実施し、高効率・高強靭化へ向

けた課題の抽出を行い、設計指針を提示した。 

再生可能エネルギー大量導入に伴う送配電系電力機器向けパワーエレクトロニクス技術革新

には、耐電圧 10 kV 超級の SiC 低損失パワーデバイスの実現が鍵となっている。そのためには、

高耐圧/低損失の両立が期待できるバイポーラデバイス技術、ならびにそれを支えるウェハ技術

の開発が必要となる。平成 30 年度までに、100 µm 超の高品質厚膜エピタキシャル成長技術等の

開発やバイポーラデバイス設計／作製プロセス技術の高度化を進め、pn ダイオードの耐圧 29.6 

kV と絶縁ゲート型バイポーラトランジスタ（IGBT）の面積当たり通電時抵抗 29 mΩcm2を実現し

た。また、バイポーラパワーデバイスのボトルネックである電流印加時の劣化メカニズムを明ら

かにした。その結果に基づき劣化抑制構造の汎用的設計指針を提示し、それによってこれまでの

10 倍以上に当たる 4,400 A/cm2までの大電流密度耐性を確認した。これらの特性値は SiC パワ

ーデバイスとして世界一の性能であり、実用化のネックである劣化問題解決の処方箋を提示でき

た。令和元年度には、デバイス設計と作製プロセス技術の高度化を進めた結果、耐電圧 10 kV を

大幅に超える耐圧 26.8kV、単位面積当たり通電時抵抗 63 mΩcm2 (世界最高性能)の超高耐圧 SiC-

IGBT を実現した。さらに試作した超高耐圧 SiC-IGBT と PiN ダイオードを用いて、PWM インバー

タ動作を仮定したスイッチング試験(10kV,10A,100Hz）を行い、Si-IGBT3 直列に対して、損失 60%

減を達成した。  

モータ駆動用途に代表される 1 kV 級 SiC 素子適用のインバータ等の大量導入には、高温・高

速動作パワーモジュールが鍵となり、高耐熱回路基板や高耐熱・高周波数特性の部品（抵抗器及

びコンデンサ）と、それらの実装の技術を耐久性も含めて実現する必要がある。平成 30 年度は、

平成 29 年度までに開発した 250℃対応技術を基に試作した、実用レベルの標準的仕様である 100 

A 級モジュールの評価で、実用化目安の-40～+250℃-1,000 回の温度サイクル等の耐久性、既存

比 1/4 以下の小形化、10 nsec 級の高速動作等、世界最高水準の性能を確認した。令和元年度は、

当該技術の量産化に向けて作製手順の文書化と登録によってTPEC試作品ラインナップを拡充し、

評価技術の国際標準化に向けて国内審議団体（JFCA）と協力してセラミック材料評価法の草案を

作成した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

開発した固体酸化物形燃料電池（SOFC）の耐久性評価法は、これまで 10 社を超える民間企業

に適用された。今後は、SOFC の更なる耐久性向上を目指して本手法による評価データを蓄積し、

設計指針を提示する。令和元年度は、共同研究、技術コンサルティング等で、8 社のセルスタッ

クの評価を実施した。 

新たな劣化要因や見出されていない劣化現象を解明し、SOFC 部材の更なる耐久性を向上させ

る設計指針を提示し、高耐久化等を進展させて SOFC の本格普及と水素社会実現に寄与する。民

間企業の市場調査によると、燃料電池の世界市場は現在 2,000 億円程度で令和 12 年度には 5 兆

円規模に拡大することが見込まれている。うち SOFC の市場は現在数 100 億円程度だが、耐久性

を向上させることで家庭用及び業務用分野への適用が進み、令和 12 年度には 5,000 億円以上に

拡大すると予想されている。なお、成果の一部は、J. Mater. Chem. A (IF: 10.7)に掲載され、

高く評価されている。  
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また、実用的な SiC 超高耐圧バイポーラデバイス実現のための要素プロセスを確立した。本成

果により、送配電系電力機器革新の目処が立ち、大規模停電時対応等の電力系統高機能化に資す

る超高電圧領域（令和 12 年度において数百億円の SiC デバイス市場規模）での SiC パワーエレ

クトロニクス技術活用の道が開けた。本技術は、半導体電子デバイスの最高峰の国際会議である

International Electron Devices Meeting(IEDM)等、多くの会合で招待講演となり、学会／産業

界から注目されている。今後量産レベル開発への移管を念頭に当該要素技術の成熟度向上と統合

技術化を進める。  

1 kV 級高温高速動作 SiC パワーモジュールに関して、試作 100 A 級パワーモジュールで確認

された世界最高水準の性能から、部品製造企業では開発品のサンプル出荷準備が、応用機器製造

企業では車載用等の小形軽量電力変換器の製品適用検討が、それぞれ本格化している。数年の製

品化開発を経た後、当該技術適用の製品が市場投入される見込である。電力変換の大幅効率化に

つながる低損失かつコンパクトな SiC パワーモジュールの市場導入により、サーバ電源や自動車

モータ駆動用インバータなどのパワーエレクトロニクスを応用した電力機器の小型化・省エネ化

が大きく進展する。一方、当該技術の新規展開先として、航空機電動化において必要となる小形

軽量電力変換器の実用化検討が本格化しており、当該技術を基にした 3.3kV 級パワーモジュール

及びその高速駆動技術の実現と、これを用いた MW 級電力変換器の検討が始まった。 

 

エネルギー資源を有効活用する技術の開発（エネ資）： 

【背景・実績・成果】 

次世代の天然ガス資源として期待されているメタンハイドレートからのガス生産挙動を把握

するためには、生産されているその場条件における物性値が必要である。平成 27 年度から平成

29 年度には、メタンハイドレートを分解しない保圧下での分析を可能とする圧力コア解析装置

群を開発した。平成 30 年度には海洋産出試験で得られた産出量の変動要因を検証するために、

新たに採取された圧力コア分析を行い精緻な物性値を追加した。令和元年度は更なる分析を行い、

信頼性が向上した精緻な貯留層パラメータを用いてモデルの見直しを行い、連携機関と協力して

海洋産出試験で得られた生産挙動などの検証を進めた。また、新たに研究開発対象となった日本

海側に存在が確認されている塊状の表層型メタンハイドレートに対して本技術を適用し力学的

性質を含む基礎物理特性を明らかにした。（北海道センター）  

また、エネルギーセキュリティの観点から、褐炭等の未利用炭素資源の利用拡大が見込まれて

いる。平成 29 年度までに、褐炭等の化学ループ燃焼技術の原理実証をするための 100 kW の循

環流動層式試験装置を製作した。化学ループ燃焼技術とは、金属酸化物を褐炭等を用いて脱酸素

し、脱酸素された金属を空気で酸化させて熱を得る方法で、濃度 100％の CO2ガスが排出される

特徴を有する。流動キャリアとして安価な天然物（イルメナイト）を用いた 60 時間連続試験を

成功させたことにより、CO2分離・回収コストを 1,000 円台/t-CO2とする見込を得た。平成 30 年

度は、本技術で得られる高濃度 CO2を有効利用する技術として、CO2を油田に圧入して石油の回収

率を増幅する技術（CO2-EOR）への適用性を検討し、CO2 を排出しない火力発電の見通しを得た。

令和元年度は、化学ループ法は海外での EOR 事業を展開するサイトに適していることを明らかと

し、さらに、対象を石炭のみならず廃棄物等の固体炭素資源にも拡張し、大規模のみならず、中

小規模でも化学ループ法による高効率転換が可能であることを明らかにした。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

メタンハイドレートからのガス生産に係る圧力コア評価技術に関して、原位置での精緻な物性

値を把握することは、生産挙動の予測技術の精度向上につながる。メタンハイドレートからのガ

ス生産は、これまで官主導で行われてきたが、高い精度で生産挙動を予測できるようになったこ

とは、民間主導の商業化プロジェクトの開始を後押しするものである。なお、本技術開発は平成

30 年度 6 月に日刊工業新聞においても紹介されている。  

また、未利用炭素資源からの二酸化炭素分離型発電技術に関して、NEDO 委託事業で開発した二酸

化炭素分離・回収コストの低コスト化技術を、排出した二酸化炭素の地下貯留技術と組み合わせ

ることにより、未利用炭素資源を用いた CO2 フリーの火力発電につながる。本技術は、平成 30
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年度に日経 xTECH で報道され、高く期待されている。今後は、バイオマスやバイオガスに対して

本技術を適用することで、CO2 フリーの水素製造に展開する。 

 

環境リスクを評価・低減する技術の開発（安全・物質循環）： 

【背景・実績・成果】 

膜を利用した水処理再生技術において、原水などの膜供給水中に存在する分離対象物質などが

膜表面や細孔内に付着・堆積し膜を閉塞させる現象（膜閉塞）の対策法構築は不可欠である。平

成 29 年度までに、共焦点反射顕微鏡法を用いた膜閉塞原因物質であるバイオフィルムの非破壊

観察技術等により、精密ろ過膜で従来提唱されてきたモデルとは異なる膜閉塞の機構を解明した。

平成 30 年度は本技術を逆浸透膜（RO 膜）閉塞の解析に適用し、RO 膜上でのバイオフィルムの構

造と、閉塞原因物質・原因微生物の特定に成功した。令和元年度は、膜材料であるポリフッ化ビ

ニリデン（PVDF）で成膜した水晶振動子(QCM)を用い、周波数とインピーダンスの経時変化を計

測することで、QCM 上バイオフィルム形成のリアルタイムモニタリングに成功した。また QCM 電

極表面を共焦点顕微鏡で観察することで、膜閉塞原因物質や微生物の堆積で形成されたバイオフ

ィルムの構造物も確認することに成功した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

共焦点反射顕微鏡法による最先端の光学的解析技術と高解像度な微生物解析技術を併用した 

RO 膜閉塞の原因物質の特定、及び微生物と原因物質の関係の特定は、膜閉塞の発生を事前に予

知可能な新技術や膜閉塞を未然に阻止する新たな対策技術の開発につながることが期待される。

これにより膜を利用した水処理プロセスが大幅に効率化され、慢性化する世界的な水不足問題の

解決に貢献できる。なお本成果は、Scientific Reports (IF: 6.319) 等の論文誌に 7 報（令和

元年度：1 報）掲載され、日本経済新聞電子版等 5 紙で報道されるなど、高く期待されており、

複数の企業共同研究において利用されている。 

 

【課題と対応】 

NEDO 等の公的研究資金プロジェクトは単に研究資金を獲得しているだけでなく、オープン・

イノベーション・プラットフォームを提供し、産業界や大学等の要望に応えるという重要な役割

を果たしている。経済産業省の技術開発政策にも合致する活動であり、領域の主たるミッション

と位置づけ多数の人的リソースを投入している。従って、ここから効率的に民間資金獲得増につ

なげる取組を進めることも重要課題である。対応としては、一つには、オープン・イノベーショ

ン・プラットフォーム活動を、潜在的な未来の産業ニーズの把握と位置づけ、後年度に参画企業

との資金提供型共同研究につなげるよう技術マーケティング活動を進める（「オープン」から「ク

ローズ」へ）。他方、公的資金の確保が難しいプラットフォーム活動や、公的資金を確保するため

の先行的なプラットフォーム活動を、民間資金によるコンソーシアム形式で運営することも進め

ていきたい。  

第 4 期中長期目標期間のみに限らず、第 5 期に向けても、オープン・イノベーション・プラッ

トフォーム活動からの民間企業資金の獲得増加につなげることが課題であり、NEDO 等の公的資

金によるプロジェクトを継続して牽引し、さらに上述のような民間資金によるコンソーシアム運

営やコンソーシアム参加企業との個別の共同研究への展開を図っていく。 

 

 

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発 

 

【背景・実績・成果】 

「橋渡し」研究後期においては、民間企業のコミットメントが重要であり、企業単独はもちろ

ん、コンソーシアム、技術研究組合、共同研究体（TPEC など）を通じた研究を展開した。特筆す

べき研究トピックは、小項目（2）エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発（蓄エネ）より「水

素エネルギーシステム」と（3）エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発（省エネ）より
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「パワーエレクトロニクス」である。詳細は後述する。 

 

第 4 期中長期目標期間における「橋渡し」研究後期の評価指標となる民間資金獲得額に関して

は、平成 27 年度から平成 30 年度は 19.6、23.2、22.5、23.5 億円と推移し、令和元年度は目標

46.5 億円に対して 23.5 億円（12 月末時点）となり、目標の達成はできないと思われる。しかし

ながら、第 4 期中長期目標期間において増加傾向であり、第 3 期中長期目標期間民間資金獲得平

均額（19 億円）を超える結果となった。これは冠ラボの設立等による個別企業との連携強化や一

定金額規模以上の共同研究にイノベーションコーディネータ等を配置するなどの体制強化、さら

にテクノブリッジフェア等における個別企業の招待や個別企業への領域幹部の訪問機会の強化

などの成果であると考えられる。また、平成 27 年度より創設された技術コンサルティング制度

における獲得額は、平成 28 年度は 2,696 万円（15 件）、平成 29 年度は 8,010 万円（51 件）、平

成 30 年度は 9,839 万円（65 件）、令和元年度は 12,697 万円（85 件）（12 月末時点）と大幅に増

加し、民間資金獲得額  23.5 億円（12 月末時点）に対して 約 5％の割合を占めるに至った。第

5 期中長期目標期間においても引き続き民間資金獲得額の増額に取り組んでいく。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

民間資金獲得額は目標に及ばなかったものの、目的基礎研究の質を維持しつつ、2 件の冠ラボ

の設立をはじめ民間企業との多数の共同研究を実施し、民間資金獲得の向上に努めた。知的財産

をはじめとした研究成果は、譲渡契約及び実施契約などにより企業へ技術移転を行い、事業化の

加速に貢献した。 

 

 

エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発「水素エネルギーシステム」（蓄エネ）： 

【背景・実績・成果】 

日本の二酸化炭素排出量の約 40％は建築関連が占めており、さらにそのうちの 80％近くはエ

アコン、照明など建物運用時のエネルギー消費に起因する。従ってこれらの二酸化炭素排出量の

大幅な削減が求められている。第 5 次エネルギー基本計画（平成 30 年 7 月策定）においても、

ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）実現を目指すとする政策目標が掲げられており、その実

現には大幅な省エネルギーの推進と再生可能エネルギーの導入、さらには再生可能エネルギーか

ら作った CO2 フリー水素の活用が求められている。住宅地域での水素エネルギー大量利用には、

消防法危険物などに該当しない水素貯蔵方法の確立が鍵となる。平成 27 年度から、清水建設株

式会社と再生可能エネルギーを用いた水素製造、貯蔵、利用を行う実証システム構築を進め、各

装置を連携させた自動制御技術を確立した。平成 30 年度には、太陽光発電 23.75 kw を接続し

て、天気予報による発電量予測と天候に合わせた需要予測を用いて水素エネルギーシステムの完

全自動運転を実証し、実建物への移設を開始した。令和元年度には、構築したシステム（水素エ

ネルギー利用システム『Hydro Q-Bic』）を実際の事業現場（郡山市総合地方卸売市場）に移設し、

再生可能エネルギーや発電容量を増やして実証を進めた。ここでは、行政（郡山市）の管理下で

の実証を行い、運用時の課題解決を図り、コストや省エネルギー性を検証するために様々な運用

の場を想定した実証を行った。令和元年 7 月に本格実証スタートの開所式を行い、各種運転モー

ドでの試験を進めた。（FREA） 

 

【成果の意義・アウトカム】 

再生可能エネルギーを用いた水素エネルギーシステムに関して、消防法及び高圧ガス非該当で

水素を貯蔵できる水素吸蔵合金を用いて、大量の水素貯蔵を可能にし、その性能を求められる温

度域で実証した。これらの水素貯蔵技術の進展により、固体高分子型燃料電池との高効率連携が

可能となり、水素エネルギーシステムが実用化に向けて大きく前進した。消防法危険物及び高圧

ガスに該当しない水素貯蔵方法であるという特色により、有資格者の配置をせずに住宅地域での

水素大量貯蔵が可能となる。なお、本技術は、平成 30 年度に 2018 年コージェネ大賞技術開発部

門理事長賞を受賞した。さらに構築したシステムを実際の事業現場（郡山市総合地方卸売市場）
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に移設し、再生可能エネルギーや発電容量を増やしたうえで、令和元年 7 月に本格実証スタート

の開所式を行い、各種運転モードでの実証試験を開始した。今後、水素社会に対応できる建物付

帯型のコンパクトで安全な水素エネルギー利用システムの開発が進展し、さらに、余剰の再生可

能エネルギーで製造した CO2 フリー水素を街区に導入する水素サプライチェーンの実証、ゼロエ

ミッションタウンの具現化が進むと期待される。本成果は Journal of Hydrogen Energy (IF: 

4.229)などの論文誌に 3 報掲載（令和元年度 2 報）され、さらに日本経済新聞など 12 件（令和

元年度 11 件）の新聞報道がなされた。新規建物では、ベーシックな構造物の建築費用に対して 

10～15％程度を事業継続計画（BCP）対応などの付加価値を持つ設備を入れることが見込まれて

おり、本件が普及すれば街区における安全な水素利用を大幅に進めることができると考えられる。

ゼロエミッションな水素の供給を実現できれば、再生可能エネルギー分野への波及効果が期待さ

れる。（FREA） 

 

エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発「パワーエレクトロニクス」（省エネ）： 

【背景・実績・成果】 

エネルギーの有効利用を促進し低炭素社会の実現を目指していくには、電力の変換（直流・交

流変換や電圧変換）や制御を担うパワーエレクトロニクス技術を進展させ、パワーエレクトロニ

クス電力機器を飛躍的に高効率化、小型軽量化、高機能化することが求められている。これらは

パワー半導体デバイス（パワーデバイス）の性能に大きく依存するが、既存の Si パワーデバイ

スはシリコンの物性から決まる理論限界に近づきつつある。SiC は、パワーデバイスの小型化や

高効率化に有利な物性をもつため、次世代型パワーデバイスの有望な材料として期待されている。

近年では、SiC パワーデバイスを搭載した機器が実用化され始めている。この電力の省エネルギ

ーに極めて有効と目される低損失 SiC パワーデバイスの普及には、市場規模の大きな耐電圧 1 

kV 級（令和 12 年において約 1,000 億円の SiC デバイス市場規模）における量産性と信頼性の向

上が鍵となっている。平成 29 年度までに、トレンチ型 MOS トランジスタを 4 インチ、更には量

産性の高い 6 インチレベルで開発するとともに、電力変換器の小型化にもつながる独自のダイオ

ード内蔵構造を用いて、実用的な信頼性指標値の約 3 倍の 2,800 A/cm2という大電流密度まで劣

化を抑制するという画期的な信頼性向上に成功した。平成 30 年度には、信頼性に加え、更なる

低損失化に向けた抵抗低減の方策としてスーパージャンクション技術を取り込み、同耐圧クラス

で世界最小の特性通電時抵抗 0.63 mΩcm2を量産レベルで実現した。令和元年度には、より低損

失化・高信頼化の観点から、スイッチング動作時の瞬時過電圧を約 1/4 以下まで抑制することに成

功した。加えて実用上十分な劣化無し定常電流密度 1,000 A/cm2と過負荷耐久時間（破壊耐量）7μ秒

を実現した。さらには、トレンチ埋戻し法（ミクロンサイズの微細溝をエピ成長技術で埋め戻す

方法）により耐電圧 6.5kV 級スーパージャンクション-MOSFET を開発し通常 MOSFET の理論限界

を超える 18mΩcm2を実現した。また、今後想定される材料の多様性に備え、量産ラインを GaN デ

バイス作製可能な SiC/GaN 併用ラインとして整備した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

炭化ケイ素半導体（SiC）パワーデバイスの量産実用化技術に関して、SiC パワーデバイスの

信頼性問題を量産レベルで解決したことで、当該パワーデバイスの広範な普及の目処がたった。

インバータに代表される当該パワーデバイス搭載機器の社会導入は電力の省エネに大きく貢献

する。本成果は、半導体電子デバイス最高峰の国際会議である IEDM で 2 年連続（2 年間で 3

件）の採択、査読付き論文として 60 報（令和元年度 18 報）掲載され、さらにパワーデバイスの

国際会議である ISPSD で最優秀論文賞を受賞した。平成 29 年度と平成 30 年度に渡り日本経済新

聞等 6 紙（平成 30 年度 4 紙）で報道されるなど、学会／産業界から高く評価されている。今後、

これらの高性能内製デバイスチップを活用した回路／モジュールと応用機器の開発を進めると

ともに、橋渡し前期段階の成果を順次橋渡し後期段階へ移管して量産レベルに成熟させる。SiC 

パワーデバイスの市場は現在約 300 億円だが、再生可能エネルギーの更なる普及、産業機器・家

電・次世代自動車等の一層の省エネ化に伴い、令和 12 年には 2,500 億円程度と予想されている。

また、省エネ効果により、CO2削減といった環境問題への波及効果が期待される。 
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新エネルギーの導入を促進する技術の開発（創エネ）： 

【背景・実績・成果】  

我が国における地中熱システムの普及を考える上で、熱交換器設置のための掘削コスト削減と

地下の熱利用のポテンシャルの把握は最重要課題である。そこで、平成 27 年度から平成 29 年度

は民間企業と低コスト・高効率の熱交換器を共同開発した。地域の地下水流動を取り込むことに

より、通常の熱交換器と比較して 2～3 倍の熱交換能力を示した。スリットを入れたケーシング

で井戸を保護することにより、地下水流れによる高い熱交換能力を有するシステムや自噴井を利

用したセミオープンループ地中熱交換器、地下水を利用したタンク式熱交換器の開発・実証等を

行い、商品化を実現した。平成 30 年度は、福島県地中熱事業協同組合と地層の熱伝導率を把握

するための簡易熱応答試験法の有効性を実証した。さらに令和元年度は、本簡易熱応答試験機の

耐久性向上を行うとともに、福島県内の地質の異なる 15 地点（主に浜通り)において、簡易熱応答

試験と従来型熱応答試験を同時に実施して結果の比較検討を行った．特に、県内の地質構造と見かけ

熱伝導率（λ値）の分布特性との関係について解析を行った。また、得られたλ値を活用して福島県

熱伝導率分布マップを作成した。（FREA） 

 

【成果の意義・アウトカム】 

地域の地下水環境を有効活用した「高効率地中熱交換器」や「タンク式熱交換器」の開発にお

いて、地域の地下水流動を取り込むシステムにより、通常の熱交換器と比較して 2～3 倍の熱交

換能力を示し、3 割以上の掘削コスト削減を実現した。なお、これらの新しい熱交換器は福島建

設工業新聞で報道（平成 29 年以前に 3 件）されており、その導入・普及が高く期待されている。

また、簡易熱応答試験法が確立されることにより、地質調査時での地中熱システムの導入・検討

が可能となり、従来工法よりも高精度かつ安価で調査時間の短縮が実現する。同時に、福島県内

における熱伝導率マップを公開することにより、県内への地中熱システム導入の促進が期待され

る。地下水を考慮した日本式の地中熱研究は、東南アジア諸国に対しても大きく役立ったため、

地域の地質や地下水流動の特性に適応した地中熱システムの開発が期待される。（FREA） 

 

エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発（省エネ）： 

【背景・実績・成果】  

高効率エンジン燃焼技術の効率向上を目指し、平成 29 年度までに EGR（排気ガス再循環）シス

テムの摺動部等に固着し機能低下、故障の原因となる固体析出物（デポジット）生成メカニズム

を解明し、そして世界初となるシンクロトロンを用いた X 線技法による金属ノズル内部の燃料渦

流、キャビテーションなど流動特性を観測した。平成 30 年度には、デポジットに含まれる多環

芳香族の生成挙動、そして燃料噴霧ノズル内のニードル挙動と内部燃料渦強度の関係やノズル近

傍における噴霧流動挙動を明らかにした。令和元年度では、デポジットの機構解明に取り組み、

壁温の影響により、固体ススは熱泳動、多環芳香族炭化水素（PAH）は凝縮・吸着、また一部 PAH

は酸化、窒素化、高分子化しながら成長することを解明した。燃料噴霧解析では排ガス改善が見

込まれるガソリンエンジン噴射過程における Tip Wetting 現象を解明し、ノズル形状の最適化と

その制御手段を明らかにした。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

デポジット生成モデルに寄与する現象解明や燃料噴霧に関して構築した現象モデルは、自動車

用内燃機関技術研究組合（AICE）や SIP 革新的燃焼技術（内閣府/JST）及び民間共同研究で高い

評価を受けている。特に燃料噴霧モデルについては、平成 30 年度までに自動車メーカー2 社に採

用されており、令和元年度は新たに 1 社に採用された。いずれについても、今後もモデル改良を

継続的に検討し、高効率エンジン燃焼技術の効率向上を目指す。 

 

環境リスクを評価・低減する技術の開発（安全・物質循環）： 

【背景・実績・成果】 
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新技術・製品の環境適合性の分析にはライフサイクルアセスメント（LCA）が不可欠であり、多

様な環境影響領域（気候変動、資源消費、有害化学物質排出、土地利用など）の評価と、日本だ

けでなく海外の製品・資源等のサプライチェーンにも対応する CO2 排出量をはじめとした日本の

環境負荷排出量データベース開発が大きな課題であった。そこで平成 29 年度までに 3,800 以上

の圧倒的なデータ数を誇る国内の環境負荷排出量データベース（IDEA ver. 1）を高度化し、土

地、水環境等の影響領域評価ニーズに応える IDEA ver. 2 を開発した（平成 30 年度までの販売

実績：233 ライセンス）。平成 30 年度には、さらにアジア地域の製品・資源等のサプライチェー

ンを中心に環境負荷排出量データベースを整備し、海外版 IDEA を構築した。令和元年度には、

化学物質排出把握管理促進法（PRTR）対象物質の考慮と温室効果ガス排出量の見直しを行うとと

もに、金属製品インベントリ、サービス部門の拡充を行った IDEA ver. 2.3 を公開した。さらに、

中国、台湾、韓国、タイ、マレーシア、インドネシア、ベトナム、トルコ、フランス、イギリス、

アメリカ、ブラジルの計 12 か国の海外版データベースを公開した。  

また、工業用ナノ材料の社会実装には、製造事業者自らが安全性評価の拠り所とする評価手法

やガイダンスが不可欠である。平成 27 年度から平成 29 年度には、ナノ炭素材料の自主的な安全

性評価のための各種ガイダンス文書を作成し、無償公開した（累計ダウンロード数 6,000 件以

上）。その後、製造事業者とセルロースナノファイバー（CNF）の安全性評価手法の共同開発に至

り、平成 30 年度には、CNF の検出・定量手法、気管内投与手法、皮膚透過性試験手法、排出・暴

露評価手法といった自主安全管理に資する評価手法を確立した。令和元年度は、CNF の安全性評

価手法に関する各種ガイダンス文書として、「セルロースナノファイバーの検出・定量の事例集」、「セ

ルロースナノファイバーの有害性試験手順書」、「セルロースナノファイバー及びその応用製品の排

出・暴露評価事例集」を作成し公開した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

インベントリデータベースである IDEA は、日本で唯一国際連合環境計画が進める LCA 国際デ

ータベース協調枠組み（GLAD）にデータ登録された、世界最大規模のデータベースである。その

ため、国際的枠組みに即した信頼性の高いデータに基づいた日本製品の環境性能評価が可能にな

る。令和元年度までに累計 394 ライセンスを販売し、市場における日本製品の競争力の向上へ寄

与した。平成 28 年度に LCA 日本フォーラムより経済産業省産業技術環境局長賞を受賞した。

工業用ナノ材料の安全性評価に関しては、各種ガイダンス文書の公開により、事業者による工業

用ナノ材料の自主的な安全管理の実施に貢献している。ガイダンス文書の 1 つであるカーボンナ

ノチューブ（CNT）のケーススタディ報告書は、実際の工場立地に係る認可において参考資料と

して採用された。安全性評価手法が普及することで事業化の促進や応用製品の開発と普及が加速

すると期待される。 

 

【課題と対応】 

第 4 期中長期目標期間の民間資金獲得額は増加傾向を示し、第 3 期中長期目標期間平均額を超

えたものの、与えられた目標を全ての年度において下回ったことが最大の課題となった。当領域

は時間軸が長い研究テーマを担当し、社会ニーズとしても「橋渡し」研究前期としての役割が強

く求められている状況で、個別企業との連携を想定して設定された民間資金の大幅な増額には時

間がかかり、今後も下記の観点で粘り強い努力を継続していく必要がある。  

(1) 民間資金で運用されるプラットフォーム型研究活動の拡大  

(2) プラットフォーム型研究活動から資金提供型共同研究への展開  

(3) 技術コンサルティングから資金提供型共同研究への展開  

(4) 人的資源の強化 

第 5 期中長期目標期間にはこれらの視点で、民間資金獲得額の増額に取り組んでいく。  

これと並行し、当領域は公的資金による国家プロジェクトを中心的に牽引する役割もバランスよ

く果たしているため、中長期的には民間資金のみならず公的資金も加えた外部資金の獲得額を増

強し、公的機関としての重要なミッションを果たしていく。 
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４．前年度評価コメントへの対応 

 

（１）平成 30 年度評価コメントへの対応 

委員のコメント１：日本の誇るエネルギー技術やリサイクル技術は今年 6 月に開催される G20 な

ど、国内だけでなく外交でも積極的に PR してほしい。 

 

対応) G20 が持つ多様な知見を融合し、CO2大幅削減に向けた非連続なイノベーション創出に繋げ

るため、クリーンエネルギー技術分野における G20 の国立研究機関等のリーダーを集める会合

RD20（Research and Development 20 for Clean Energy Technologies）を産総研 エネルギー・

環境領域が主体となり開催した。 【第 2 回 RD20：令和 2 年 10 月に日本で開催予定】 

さらに、令和 2 年 1 月には 2019 年ノーベル化学賞を受賞した吉野彰博士をセンター長とするゼ

ロエミッション国際共同研究センターを設立した。本センターの整備、事業を通じて、国際連携

を加速させ、革新的環境技術の研究開発において世界をリードし、脱炭素社会の実現を目指す。 

 

 

（２）第 4 期中長期期間見込評価コメントへの対応 

委員のコメント１来年度は第 4 期の最終年と思われるが、その際は個別の技術の総括に加え、

各テーマとしての総括(論文、特許、実用化事例など)をまとめていただけると良い総括になる

のではないか。 

 

対応) 第 4期の領域概要と研究事例を総括として説明資料にて数件紹介する。 
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主な指標の情報 
 

 

平成 

27 年度 

実績 

平成 

28 年度 

実績 

平成 

29 年度 

実績 

平成 

30 年度 

実績 

令和元年度 

12 月末 

実績 

令和元年度 

3 月末

見込 
目標値 

民間資金獲得

額（億円） 
19.6 23.2 22.5 23.5 23.5 24 46.5 

論文の合計被

引用数（回） 
15,552 16,302 17,474 19,423 19,339 20,000 17000 

論 文 発 表 数

（報） 
462 433 491 472 384 480 455 

リサーチアシ

スタント採用

数（名） 

23 28 50 44 40 42 

40 
イノベーショ

ンスクール採

用数（名） 

2 4 0 0 1 1 

知的財産の実

施契約等件数

（件） 

93 95 130 114 132 135 110 
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評価委員コメント及び評点 

 
 

１．領域の概要と研究開発マネジメント 

 

【第４期全体に対して：期間実績評価】 

（評価できる点） 

・領域は、今後、人類や文明の維持発展に重要なエネルギー・環境問題の課題設定、研究テーマ設定、研

究マネジメントがなされ、今後とも、社会に貢献することが期待できる。 

・創/蓄/省の技術区分けをもとに、個々の研究開発ターゲット、研究テーマ内容が明確に設定され、多く

の研究開発成果が期待できる。 

・KPI が第４期を通して向上しており、基本戦略がマネジメントにより浸透している結果として評価され

る。社外資金については目標値に到達していないものの増加傾向にあり、産業界に役立つ研究提案に向

けたマーケティングの成果が現れているものと思われる。数値以上に研究員の意識変革も重要な成果で

はないかと考える。 

・橋渡し機能の強化は、シーズ技術の企業移転を促進する有効な取り組みであった。 

・FREA 企業シーズ支援は、中小企業の持つ技術を豊富な知見と研究設備を活用して上市を支援する、際立

って優れた取り組みとして大いに評価される。製品化まで至った件数も多く、成果も上がっている。 

・技術コンサルティングは、産業界にとって非常に有用な仕組みとして評価される。産総研の持つコア技

術を外部展開することで産業界全体の技術の底上げと国際競争力向上につながると期待できる。 

・オープンイノベーションコンソーシアムでは、プラットフォーム提供とマネジメントの役割を果たされ、

産官学の研究開発の促進に貢献されている。 

・内部のみならず外部の研究人材育成に注力されていることも評価される。 

・国際ワークショップ・共同研究を通して海外連携を継続して行われていることは評価される。今後は、

その成果や収集した情報を産業界に向けてより積極的に提供・発信し、国内産業界の再エネ導入への取

り組み加速に貢献していただきたい。 

・第 4 期はリニアモデル（LM）からの脱却期であったと総括されよう。産総研発のシーズを民間のニーズ

に橋渡す LM から、ニーズからシーズを探して育てるモデルへの転換であった。この転換に伴い、産総

研のプレイヤー（研究）機能の一部はマネージャー（コーディネータ）機能へと所掌転換を強いられ、

欠けたプレイヤー機能を国内や国外との連携強化によって補ってきた。これは産総研を取り巻く状況変

化を鑑みる時、きわめて正しい選択であったと評価する。 

・京大・産総研ラボでの金属―空気電池用材料開発研究はこうした大学連携の成功例である。 

・当該領域は民間資金、論文被引用ともに産総研トップであり、かつ CNCI／民間資金プロットでも、国内

外の研究機関と比較してトップクラスのパフォーマンスを示しており、研究と業界マネージメントの困

難な両立を果たしている点を高く評価する。 

・2050 年に CO2 排出を 80％削減するためのエネルギーシステム予測技術を構築し、その精密化がなされ

た。今後の政策決定に生かされることを強く期待する。 

 (1)領域全体の概要・戦略 

・ 研究機関のアクティビティを評価する上で最も重要な項目はやはり、論文被引用数、発表件数、外部表

彰です。これらの数値が目標値を上回り、特に被引用数が年度を追って増加していることは、エネルギ

ー環境領域の第４期研究が高いレベルで遂行されたことを意味しています。部門平均で見て、評価でき

るレベルであったと考えます。 

(2)技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施 

・ 技術コンサルティングの件数が計画通り着実に伸びています。産総研が保有する技術を、ベテラン層の

知識と経験に基づいて、ビジネス現場で現実的に使える技術に噛み砕いて指南・指導されてきた結果だ

と思料します。また、契約金額をみても、安易な安売りではない良質な契約であることが認識できます。

引き続き件数の増加に努めていただきたいと思います。 

・ 技術コンサルティングの伸張には、産総研の研究者と課題を抱える民間等を結ぶ優れたイノベーション

コーディネータの存在がうかがえます。人材活用の点からも成功した例といえます。 

・ 技術コンサルティングは、ビジネスの現場にあるニーズに直接触れる機会でもあり、産総研の新たな研

究テーマの発掘も可能だと思います。第５期研究においても継続した活動をお願いします。 

(3)マーケティング力の強化 

・領域独自の研究ビジネスのモデルを確立したことは、第５期につながる大きな成果ではないでしょうか。

-111-



特に技術コンサル型と呼んでいるモデルは、コンサルタント会社を介したこれまでにない画期的なビジ

ネスモデルだと思います。この仕組みがあれば、一人で何件もの事業をマネジメントできます。新たな

取り組みとして今後も期待しています。 

(4)大学や他の研究機関との連携強化 

・クロスアポイントによる大学との人事交流、オープンイノベーションラボラトリの整備など、大学との

連携強化は、試験装置などのハードの共有による研究の加速だけではなく、人的交流による人脈形成、

若い学生から得る様々な刺激による”ひらめき”など、目に見えない効果と相まって、産総研の学術レ

ベルの向上に貢献したと思います。今後も拡大発展させていただきたいと思います。 

(5)研究人材に関する取り組み 

・研究機関にとって、研究者の固定は弊害になりかねないので、人材の流動は重要です。しかし、産総研

のように高度な人材の流動先は、一部の大学などに限定されてしまうので、流動の機会を多く確保する

必要があります。この観点で、外部人材雇用制度を、クロスアポイント制、特定集中研究専門員制、リ

サーチアシスタント制の３通り確立させたことは、多種多様な研究者の受入れ体制を整備した意味は大

きく、評価できます。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・イノベーションと実用化への貢献のバランスを期待する。 

・出口に近い研究開発が、重視される風潮のようだが、ブレークスルーにつながるような基礎研究も期待

したい。研究テーマの見直しを含めて、再検討しても良いのでは。歴史的にも、近藤効果とかヤリイカ

とか、革新的、優れた成果のように。 

・再生可能エネルギーは、非常に重要だが、太陽光、風力、地熱と総花的であり、時系列的にも、重点化

が必要と考える。 

・蓄電池や水素に関しても、今後、脱化石燃料が、要求されよう。再生可能エネルギーを基盤にした研究

開発の展開を期待したい。 

・ロードマップ策定はあるが、どうフィードバックするか、ロードマップの検証を含めて、検討して欲し

い。国際的ロードマップ策定も期待したい。 

・持続可能な社会の構築や社会課題解決などは、領域内外の横断連携強化を期待する。 

・電源構成を予測して技術開発の方向性を決定することは重要であると考える。本検討結果と注力研究テ

ーマ数や投入する研究費及び人員数等とをリンクさせて説明いただけると研究戦略の説得力が増すと

思われる。また本結果は産業界にとっても有用なため、前提条件、仮定、モデルなど明確にして論文化

などにより公開していただけるとよいと思う。 

・研究員数が第４期を通して漸減している。中期計画どおりならエネルギー・環境の研究がシュリンクし

ていくように見えるがよいのだろうか。或いは、計画外の減少なら、研究が一部遂行できなくなったと

いうことか。計画した目標を達成するための人的リソースがしっかり確保されているのか懸念される。 

・コーディネータ機能の重要性増大に伴い、成果発表におけるコーディネータ成果もその重要性を増して

いる。問題は定量的指標がまだ見つかっていないことである。マーケット規模の見積りと現状比較に基

づく新しい指標の探索は、それ自体、重要な研究課題となろう。 

(1)領域全体の概要・戦略 

・ 民間資金獲得実績値が、目標の半分程度であったことは、目標未達成として反省すべきなのかもしれま

せん。しかし、産総研のミッションは、民間資金を得ることではありません。最終的には日本国民を含

む人類の福祉と繁栄に貢献することであるはずです。この数値目標に第４期を通して振り回されたこと

は、我々評価委員を含めて反省すべき点であったと思います。一方、ポジティブに考えれば、目標達成

のために打った技術コンサルティングやマーケティング力強化などの様々な手段は、結果論ですが、よ

い効果をもたらしていると思います。第４期に始めた産業界との連携の枠組みを育てることが今後も重

要と考えますので、第５期でも弛まず進めてください。 

・ 民間企業は技術の筋を見極める場合、論文の発表/被引用数 (P9 の左図) よりも、他社差別化のための

知財件の数と質を見ていることが多いと思います。知財権数の目標値は達成されていますが、「目的基

礎」の段階で出願する知財も重要ですが、民間資金による「橋渡し研究」の成果をベースにした知財権

がどれだけ得られるかが民間企業では優先されるように思います。本来ならば、論文１報につき知財１

件ぐらいはあってもよいと思いました。 

・ 政策対応の研究(P14)においては、法令、規格、ガイドラインなどがアウトプットになりますが、扱う

技術は一般にオリジナリティが高く、ビジネスに直接繋がらない特殊技術に属することが多いと思いま

すが、産総研発のビジネスモデル提案があってもよいと感じました。 
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(2)研究人材の拡充、流動化、育成 

・ 人材育成は、第４期当初から重要な課題と位置付けて議論してきたテーマです。大学は教育という側面

もありますが、産総研の研究者は基本的に研究だけを仕事とするエキスパートです。だからこそ研究の

モチベーション維持が非常に重要です。国内外の大学とのクロスアポイント制度を利用した交流はモチ

ベーションにもなり、もっと取り組むべきかと思います。第５期ではグローバル化を進める計画になっ

ているので、国外との関係強化について、具体的な計画を策定してください。 

・ 大学連携における副作用ともいうべきは、大学への人材流出です。組織の年齢構成上でやむを得ない場

合を除いて、産総研は組織として優秀な人材の流出を回避しなければなりません。連携先大学との契約

事項に回避策を含めるなどの手当てが必要です。これは大学との交流において重要なポイントです。 

・ ダイバーシティについて、誤解を恐れず経験に基づいて申し上げます。大学の理系学生の女性率は 16%

と伺いました。一定レベル以上の大学に在籍する理系に進んだ女性研究者は、進んだ時点でほぼ全員が

優秀な方ばかりです。もちろん学業成績や面接で選んで当てが外れることはありますが、外れる率は男

性と変わりません。つまり優先的に女性研究者を採用した方が、優秀な人材を採用できる確率が高いと

いうことになります。これは私見ですが、男性管理者の中には、女性研究者の能力を最大限発揮させる

指導方法を知らない場合がある、あるいは、モチベーションを与えることに自信が無いマネージャーが

何割かいて、組織としての成果に繋がらないと考え、そのことが採用や昇格を躊躇する原因の一つにな

っている、かもしれません。産総研の採用戦略と合わせて、管理者教育も必要でしょう。 

  

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・領域は、今後、人類や文明の維持発展に重要なエネルギー・環境問題の課題設定、研究テーマ設定、研

究マネジメントがなされ、高く評価できる。 

・創/蓄/省の技術区分けをもとに、個々の研究開発ターゲット、研究テーマ内容が明確で、良い事と思う。 

・ゼロエミッションに向けた国際連携活動、ゼロエミッション国際共同研究センターの設立など、評価で

きる。 

・民間獲得資金の経産省提示の目標は、46.5 億円と、期待は大きい。 

・第４期の集大成として、個々の KPI 達成に向けてマネジメントがなされていると同時に、第４期の振り

返りを踏まえた第 5 期の方針が打ち出されている。 

・国研としての研究ビジネスモデルの構築・確立に向けて検討されている。 

・ビジネスモデルの類型化は、コーディネート機能の分析・強化に今後大いに資すると期待される。高く

評価する。 

・ゼロエミッション国際共同研究センターの設立と RD20 の開催は、領域の得意とする分野で国際的イニ

シアチブを取りつつ国際連携の枠組みを構築したものであり、高く評価される。 

・これらは政策対応における領域のアウトカムとしても特筆すべき成果である。 

・領域内アライアンス活動はフラウンホーファーに触発されたスキームであり、国際協力の果実として高

く評価する。 

(*)第 5 期に向けて 

・世界共通の課題として認識されている、持続可能な開発が目指すゴール(SDGs)は、まさにエネルギー・

環境領域の目的と完全に一致しています。「資源循環社会」と「ゼロエミッション社会」の実現という

具体的なイメージを、第５期の重点開発方針に真正面から掲げられたことは、産総研におけるエポック

メーキングな変化であると認識しました。大いに期待します。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・スローガン”産業界にご利用頂きやすい”や「橋渡し」機能を重視し、民間資金の獲得を重視している

ことは良い事だと思う。しかし、このような目標を重視し過ぎると、研究内容が短期的な近視眼的な研

究開発になりがちで、”世界最高水準”を目指す研究開発とのバランスを持って、研究開発を進めて欲

しい。 

・スマイルカーブにおいて、注力を川上と川下におくのは理解できるが、中流を「東アジア各国に任せる」

というのは産業立国として消極的ではないか。例えばドイツでは標準化とプラットフォーム提供で新興

国にも普及させる取り組みが産官学一体で行われている。中流のボリュームゾーンに向けてのイノベー

ションも必要ではないか。 

・民間資金獲得から社会課題解決の方にシフトしたのは、国研の役割を考えると妥当と思われる。一方、

せっかく根付いた産業界に貢献する研究を行うという意識が失われないような新たなしくみを期待し
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たい。 

・ポスト LM 時代の研究所モデルについては試行錯誤が続いていると認識する。ビジネスモデルの類型化

にバックキャスト／フォアキャストの視点を加え、引き続き検討をいただきたい。

・領域のマネジメント成果としては、テーマ・組織のスクラップ＆ビルド判断も重要である。後ろ向きで

はなく、未来への記録として何とか成果として見せられないか、検討いただきたい。

(*)第５期に向けて 

・エネルギー・環境領域の研究テーマのほとんどが、ゼロエミッション国際共同研究センターに組み込ま

れ、グローバル化の進展が予想されます。グローバル化は、一番強いところが全体を支配することもあ

り得るので、利用されるだけで得るものがないという結果が危惧されます。戦略とその枠組みが重要で

す。刈り取るべき成果を慎重に議論して臨んでいただきたい。

２．「橋渡し」のための研究開発 

（１）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

【第４期全体に対して：期間実績評価】 

（評価できる点） 

・個々には、優れた成果が得られていると考える。

・全体として、高インパクト・ファクターのジャーナルへ高被引用の論文を発表しており、評価できる。

・水素脆化現象の解析や電池の表面や界面の解析など、基礎研究も進展しており、材料改善に貢献できる

インパクトを期待する。

・太陽電池の評価・標準に関する取り組みの地味ではあるが、成果をあげ、国際的にも評価できる。

・第４期の目標どおり成果が概ね得られている。

・研究成果の論文発表が積極的に行われている。

・基礎的な現象解明に重点を置き、本質を見極めた研究が行われている。

・蓄電池のそれぞれの手法において基盤的技術が着実に積み上げられている。

・水素では、ギ酸やアンモニア生成等で特筆すべき成果が得られている。

・ギ酸の研究は、今後どう発展させていくのか検討いただきたい。

・環境微生物解析法を次世代シークエンサ（第 3 期成果）の中核として展開し、水処理・再生技術に繋げ

ようとしている点を評価する。具体的なアウトカムに繋がることを期待する。

・熱電変換技術の効率化に関し、資源制約の少ない銅と硫黄を用いて変換効率を従来の 7％から 12％まで

向上させ、自動車燃費 5％相当の省エネ効果を達成したことを高く評価する。

【蓄電池】 

(1)金属多硫化物正極材料の開発[P53]

・金属硫化物を正極材料とした系の実用性が検証できたことは、将来予想される大量生産に対応可能であ

ることを示していて、着眼点の良さと粘り強い研究が実を結んだ結果と言えます。特に硫黄の溶解抑制

による寿命特性の改善は大いに評価できる結果です。全固体電池による差別化にフォーカスした研究

を、産業界を巻き込んで進めていただきたいと思います。

(2)新型カリウムイオン電池の開発[P54]

・カリウム系で二次電池の可能性が示されたことは、電池業界に新機軸を与える効果があり、多くの研究

者に対する刺激になったと思います。また、リチウム資源に頼らずとも大容量の電力貯蔵デバイスが可

能であり、資源安全保障の面からも重要なテーマだと思います。技術的なブレークスルーを期待します。 

(3)金属 - 空気電池材料の開発[P55]

・オープンカプセル MOF は数ある候補の中から選ばれた一つの答えであると推察します。カーボンナノチ

ューブのコストを考えると課題はありますが、チャレンジングな研究の今後が楽しみであり、大いに期

待したいと思います。

【水素】 

(4)ギ酸・メタノール/CO2 の相互変換を利用したエネルギー貯蔵[P73]

・アンモニア、液体水素、アルコール水溶液、メチルシクロヘキサンなど、水素キャリアの候補は多くあ

りますが、いずれも決定打となる突出した優位性がありません。水素キャリアのもう一つの候補として

ギ酸の可能性に注目され、その優位性を引き出す研究は、将来の水素社会に向けた貢献度は高いと思い

ます。将来、どの水素キャリアが主流になるかわかりませんが、いずれ１つに標準化されると思います。

どのキャリアが主流になったとしても、日本は対応可能であると言えることが重要だと考えます。一方
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で、世界にギ酸方式を広め、日本がイニシアティブをとろうと欲するのであれば、各国研究者とコンソ

ーシアムを作って、早期にデファクトスタンダード化するという戦略もあると思いますので、是非ご検

討ください。 

(5)太陽エネルギーを用いた光電気化学的な反応による有用化学品製造[P74] 

・光電気化学反応による、各種工業化学製品の製造技術は、触媒技術導入による省力化が期待でき、数多

くの研究成果が出ていると思います。基礎データの蓄積は既にある程度進んでいると思いますので、最

も有望な系でミニパイロットプラントを構築し、ある程度の規模で経済性評価を進めていただきたい。

産業界を巻き込んでプロジェクト化ができれば、大きく進展するはずです。 

【別添資料】 

(6)超臨界地熱発電技術の研究開発[P140] 

・超臨界地熱エネルギーが、商用発電電力として 100MW/地点 以上が実現可能であることが現地調査結果

から示されたことは、非常に有意義だと思います。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・ブレークスルーにつながるような基礎研究も期待したい。研究テーマの見直しを含めて、再検討しても

良いのでは。歴史的にも、近藤効果とかヤリイカとか、優れた成果があります。 

・蓄電池に関して、材料およびフェーズを含めて、多岐にわたる研究開発がなされているが、その位置づ

けやインパクトを明確にしつつ、重点化して、進めて欲しい。 

・革新電池材料として、硫化物、カリウムイオン、金属―空気系、全固体が検討されているが、外部に対

する優位性、革新性やインパクトを明らかにして、進めて欲しい。 

・目的基礎の段階では短中期の目標値の妥当性評価が難しい。例えば他国とのベンチマークを、手法のみ

ならず性能についても定量的に行い、他国とのギャップの確認に基づく目標値の妥当性確認及び見直し

を定期的に行ってはどうか。 

・蓄電池は低炭素化社会実現に向けて重要な技術で期待も大きい。ただ、2030 年の「高容量、長寿命、高

安全、低コストの両立」に向けて、どのような道筋でそれを達成していくのか戦略がわかりづらい。ロ

ードマップの詳細化、マイルストーンの明確化が必要ではないか。 

・個々の研究成果（シーズ）は素晴らしいと思うが、それが将来どの程度の規模のマーケットに繋がると

みているか、その見積を提示して初めて意味ある成果となる。「絵にかいた餅」でよい。①餅の大きさ

を示してほしい。②このシーズをどのようなビジネスモデルを経由して「食える餅」にしようと考えて

いるのか、その道筋を聞きたい。 

・「目的基礎」それ自体にもスマイルカーブが描けると思う。マーケットは小さいかも知れないがベンチャ

ービジネスのチャンスがある。GREE も Google も最初は大学発ベンチャーだったのであり、どこで大化

けするか分からない可能性を常に信じたい。目的基礎で餅の絵を描いたなら、次の日から「儲けること」

を考えてほしい。 

・「目的基礎」の研究には①明確なゴールからのバックキャストと、②研究者の興味（好奇心）から生まれ

たシーズから目的（ニーズ）を後で見つける場合と、二つあろう。後者も重要なので、そこに振り向け

られるリソースの適正規模を見積もっていただきたい。両者を区別して成果表示してもらうと嬉しい。 

【蓄電池】 

(1)金属多硫化物正極材料の開発[P53] 

・エネルギー密度など、研究成果をアピールする場合、現状の標準的な正極材料と同一条件で比較する必

要があります。全固体電池に適用するのであれば液系電池との比較など、ベンチマークの方法を工夫し

てください。 

(2)金属 - 空気電池材料の開発[P55] 

・今の開発フェーズは、原理検証とキー技術の基礎設計が完了した段階だと理解します。今後は他の二次

電池と比較されることになりますが、メリットとデメリットの整理、ベンチマーク、具体的なターゲッ

トや、今後目指すべきエネルギー密度など、開発目標値を産業界と協議の上、進めてほしいと思います。 

【水素】 

(3)ギ酸・メタノール/CO2 の相互変換を利用したエネルギー貯蔵[P73] 

・水素関連技術開発のポートフォリオには、次世代水素キャリア開発として、今後の開発項目が書かれて

いません。開発の方向性を示してください。 

(4)太陽エネルギーを用いた光電気化学的な反応による有用化学品製造[P74] 

・太陽光エネルギーから、光電気化学反応を利用して効率的に水素を製造する技術のコスト評価を、他技

術と比較して実用化に近づけてください。一方で、第４期までに蓄えられたデータベース、ノウハウ、
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コア技術を、将来の社会インフラ構築に役立てるように体系化して継承することを希望します。

【別添資料】 

(5)ナノ・メソ・マクロ解析による水素脆化の基本メカニズム解明[P144]

・メカニズムに基づいた対策によって、水素脆化に対する抑制効果を確認し、解明した水素脆化メカニズ

ムの学術的妥当性を証明、検証していただきたい。

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・個々には、優れた成果が得られていると考える。

・全体として、高インパクト・ファクターのジャーナルへ高被引用の論文を発表しており、評価できる。

・熱電変換材料等については、興味ある結果が得られている。しかし、変換効率は、11～12％程度で、30％

超えの高効率が必要であろう。性能指数 ZT は２程度でしょうか？ZT>10 を目指すような展開を期待す

る。 

・蓄電池の劣化メカニズム解明と劣化抑制方法提案は、製品価値向上において意義のある研究成果と言え

る。企業との共同で進められ、成果が企業展開されていることも大いに評価される。

・水素に関しては、ターゲットを明確にしたこと、有識者の評価ＷＧを設置したことなど、取り組みが顕

著である。

・水処理は、微生物解析の目的基礎研究の成果を実排水処理へ展開され、水環境改善のソリューションに

繋げられたことは大いに評価される。このようなケースは成功事例として、そのプロセス自体が横展開

されるべきと考える。

・京大・産総研ラボでの金属―空気電池用材料開発におけるレアメタルフリーな空気触媒の開発は、安全・

高効率な蓄電システムの実現に資するものとして高く評価する。 

(1)新型カリウムイオン電池の開発[P54]

・電解液は、充放電電圧性能、充放電サイクル性能を左右するので、広い電位領域をもつ電解液が見いだ

されたことは、カリウム系電池のメリットであり、高電圧化、高エネルギー密度化が期待できます。

(2)金属 – 空気電池用材料の開発[P55]

・金属をカプセル化することによって、最適な分散性と良好な電子接触性を両立させたことは、寿命特性

や酸素還元の電極反応特性向上の要因と考えられ、オープンカプセル MOF の発明は、金属-空気電池に

とって、将来振り返った時に、エポックメーキングな発明だったと言えるかもしれません。

(3)超臨界地熱発電技術の研究開発[P140]

・具体的な試掘地点を特定し、各地点のエネルギー量を評価した事は、我が国のエネルギー資源量を示す

ことに等しく、今後の経済性評価、環境アセスメント評価と合わせて有益な分析になると期待したいと

ころです。

(4)ダイヤモンド半導体基盤技術[P143]

・ダイヤモンド半導体は、将来の高効率電力利用に期待されるデバイスです。プラズマ CVD によるウェハ

ー化が今回実証され、大きな前進だと思います。今後が楽しみです。

(5)未利用熱エネルギーからの電力回収に向けた熱電変換の高効率化[P145]

・資源の制約が比較的少ない銅と硫黄を用いた熱電変換材料で、高い性能指数をたたき出したことは大き

な成果です。是非とも、車両などの実際のシステムに組み込めるデバイス開発を急いでいただき、経済

性評価による実用性の証明を期待します。

（改善すべき点及び助言） 

・蓄電池、例えば、Na 正極材料などは、競合材料が非常に多く、競争が激しい。例えば、車載用蓄電池な

どは、早期に、「橋渡し」後期に移行すべきテーマのように思う。

・水素に関しては、目的基礎、橋渡し前期、後期と、多岐にわたる。水素利用の将来像を描き、重点化が

必要ではないだろうか。アンモニア製造利用技術も、将来像を明らかにして、進めて欲しい。

(1)金属多硫化物正極材料の開発[P53]

・電池材料開発では、エネルギー密度の従来材料との定量的な比較が重要です。その上でコスト、寿命な

どメリット・デメリットが議論でき、開発の必要性が主張できます。成果のアピール方法を検討してい

ただきたい。

(2)新型カリウムイオン電池の開発[P54]

・上記(1)と同様、現状の標準的 LIB と比較する必要があります。ベンチマークの工夫をお願いします。
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（２）「橋渡し」研究前期における研究開発 

 

【第４期全体に対して：期間実績評価】 

（評価できる点） 

・二次電池、水素・エネルギーキャリア、PV、環境管理、環境影響評価に関するロードマップも提示され、

評価できる。 

・特に、太陽光発電は、クリーンエネルギー社会の将来を担う技術であり、さらなる発展を期待する。 

・第４期の目標どおりの成果が概ね得られている。 

・研究成果の論文発表が積極的に行われている。 

・水処理の論文化は、企業との共同研究では難しいと推察されるものの、共通基盤的な内容の論文化は検

討いただきたい。 

・金属回収技術は多くの研究成果があげられ、論文、特許、報道などの件数も顕著である。橋渡し後期で

実用化を進めていただきたい。 

・太陽光の導入促進のためには劣化メカニズムの解明は重要であり、これに取り組まれていることは評価

される。論文発表や新聞報道も積極的に行われている。 

・PV 関連技術において、スマートスタック技術による高効率多接合太陽電池、低コスト HVPE によるⅢ-Ⅴ

族化合物太陽電池の超高速成長、CIGS 薄膜化合物太陽電池の高効率化において、それぞれ顕著な成果

が得られている。 

・SiC 半導体バイポーラデバイス基盤技術開発に関し、順方向劣化機構を解明すると共に、その問題の解

決方法も確立した点を、基礎と実用を繋ぐ研究として高く評価する。 

・メチルシクロヘキサン、アンモニア、ギ酸といった水素エネルギーキャリアの高効率利用技術の開発を

高く評価する。 

【蓄電池】 

(1)硫化物系全固体電池の実用化に向けた取り組み[P56] 

・電気特性と寿命特性を、液系 LIB と同等のレベルに引き上げ、かつ量産化プロセスを念頭においたシー

トタイプの電池で実用に耐えるエネルギー密度を達成したことは、開発初期段階の完了であり、日本の

電池産業界への貢献は大きいと思います。 

(2)リチウムイオン電池の劣化解明と極薄 Al 酸化物均一被覆による劣化抑制[P57] 

・LIB の劣化メカニズム解析の成果が、劣化抑制対策のベース理論になっており、大いに評価できると思

います。また、日本の電池メーカの市場競争力強化に寄与できたことは、世界の LIB 業界における日本

メーカ復権の一助になっており、特筆すべき成果であると思います。なお、このような研究モデルは産

総研のあらゆる部門・分野に展開していただきたい。 

【水素】 

(3)未利用炭素資源からの CO2分離発電技術[P76] 

・水素製造手段の多様化の観点から、未利用炭素を用いた水素製造プロセスの原理検証は非常に意義があ

ると思います。今後橋渡し後期へ進む場合に、水素の「製造、貯蔵、輸送、利用」にわたる一貫したサ

プライチェーンの中での位置づけをはっきりさせることと、二酸化炭素排出量削減の観点から、CCS 技

術とのマッチングが重要になると思います。「炭素」というキーワードが研究の進展を阻害することが

ないよう、的確なリードをお願いします。 

【太陽光発電】 

(4)スマートスタック技術による高効率多接合太陽電池[P90] 

・セル材料、セル構造の改良によって得られた 34.9%の発電効率は、工学的だけでなく、学術的に意義が

あると思いますので、開発の過程で明らかになった変換ロスの原因と改善の方向性を、将来に繋がる研

究のためにも、体系化をお願いします。 

(5)低コスト HVOE によるⅢ-Ⅴ属化合物太陽電池の超高速成長[P91] 

・成長速度を従来技術の 30 倍に高めたことにより、大幅な製造コスト低減の可能性が示された点が高く

評価できます。 

【パワーエレクトロニクス】 

(6)超高圧領域用炭化ケイ素(SiC)半導体バイポーラデバイス基板技術開発[P107] 

・パワエレデバイスの大きな課題の一つは、欠陥拡張現象によるデバイスの経年劣化です。従って第４期

研究の劣化メカニズム解明は SiC デバイスの進歩と考えています。メカニズムに基づいた対策により、

劣化抑制の有効性が検証されたことは、実用化への大きな前進だと思います。 

【資源循環】 
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・ 全固体電池はリチウムイオン電池にカテゴライズされていますが、液体を使用しないという意味で、安

全性、反応メカニズムにおいて、LIB とは異なる電池系と捉えることができます。全固体電池が LIB と

同じように扱われてしまうと、安全性が高い電池にもかかわらず、安全認定に不要なコストがかかり、

折角の優位性がコスト的に埋没する恐れがあります。産総研は、電池製造、取扱い、適用先などで順守

すべき法令等の決定をリードできる立場にあると思いますので、電池利用の観点からの戦略的発言を期

待します。日本が二次電池で復権するためにも、全固体電池の優位性を生かす戦略を策定し、今後の開

発をお願いします。 

【太陽光発電】 

(2)低コスト HVOE によるⅢ-Ⅴ属化合物太陽電池の超高速長[P91] 

・発電効率が同じ場合、成膜速度向上によるコスト低減幅が、材料コストのアップ分を補償できなければ

Ⅲ-Ⅴ属化合物太陽電池の訴求力はないと思いますので、ハイドライド気相成長の製造コストの分析結

果とともに本研究成果をアピールしていただきたいと思います。 

【別添資料】 

(3)固体酸化物形燃料電池(SOFC)の耐久性評価方法開発[P146] 

・劣化メカニズムの全容解明の後は、対策と実証により劣化メカニズムの妥当性検証が必要です。劣化メ

カニズムが学術的に承認された後、劣化加速試験方法(加速係数の決定)の確立や余寿命予測など、より

高度な研究レベルを目指されることを期待します。 

 

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・個々には、高い研究成果が得られていると評価できる。 

・今回は、蓄電池、水素、太陽光発電や環境関連技術に係わる研究開発が示された。総じて、産総研の貢

献は、評価できる。 

・太陽光発電は、今後の研究の 5 本柱を策定されたことが評価される。この大方針のもと、どのようにポ

ートフォリオを組み替えて具体的な研究テーマに落とし込むのか期待したい。 

・水処理は、社会課題の解決という観点とビジネスにおける日本企業の競争力という観点からも重要な分

野である。現場の問題の把握が極めて重要であるが、企業と連携よく進められていることが理解できた。

今後も現場ニーズ・研究課題を企業と共有して、水メジャーと戦える日本初の技術を実社会に展開して

いただきたい。 

・硫化物系全固体電池の実用化に向けた取り組みで 250Wh/kg を達成し、車載用全固体電池の実用化への道

筋を付けた点を高く評価する。 

(1)硫化物系全固体電池の実用化に向けた取り組み[P56] 

・全固体電池は安全性がクローズアップされることが多かったが、本研究により、室温におけるエネルギ

ー密度が 200 Wh/kg に到達し、特性面のデメリットがほとんどないことを示した。将来性を証明した功

績は非常に大きいと思います。 

(2)低コスト HVOE によるⅢ-Ⅴ属化合物太陽電池の超高速長[P91] 

・今年度に限ってみても成膜速度が２倍以上に高速化し、かつ性能との両立が図れていることから、かな

りの低コスト化が見込めると期待できます。研究第４期の最終年度に意義深い成果がだせたことは評価

できると思います。 

(3)CIGS 薄膜化薄型化合物の高効率化[P92] 

・今年度明らかになった不純物の発電効率への影響は、重要な研究成果だと思います。この解明により、

企業との共同研究の枠組みが橋渡し後期研究に繋がったことは、絶賛すべき成果だと思います。今後の

開発進展が非常に楽しみです。 

(4)太陽電池性能屋外高精度評価技術[P93] 

・今年度、Pmax 測定値の再現性を±1%まで改善できたことは、太陽電池に対する幅広い知識と経験、それ

と深い考察があっての成果だと思います。日本から提案した IEC 規格が承認されることを祈念いたしま

す。また、この知見は、現在検討されている宇宙用太陽電池規格(ISO/TC20/SC14)にも適用可能かと思

いますので、日本のプレゼンス向上の観点からも連携を図り、今後の有意義な展開を期待します。 

(5)固体酸化物形燃料電池(SOFC)の耐久性評価方法開発[P146] 

・動作温度の 600℃で固体電解質中のプロトン溶解量や導電率を測定することは、高度な分析・解析技術

が必要とされると思うので、本技術の確立は、SOFC の劣化メカニズム解明に貢献する技術であると評

価できます。 
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（改善すべき点及び助言） 

・今回は、蓄電池、水素、太陽光発電や環境関連技術に係わる研究開発が示された。総じて、産総研の貢

献は、評価できる。特に、太陽電池のモジュールや評価技術の研究開発でも、さらなるリーダーシップ

を期待する。 

・エネルギーネットワークやエネルギーマネジメントの研究開発も重要である。 

・PV は導入が増加することは間違いないため、今後は安全性や電力系統のレジリエンス向上に係る研究に

も注力していただきたい。 

(1)太陽電池の信頼性に関する部材・セル・モジュールの一貫研究[P95] 

・ポートフォリオに、革新的太陽電池の今後の計画/展開がみえていません。日本が太陽電池業界で再び世

界をリードする新しい切り口のシナリオを策定し、世界が驚く技術を開発し、第５期で是非とも飛躍し

ていただきたい。 

 

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発 

 

【第４期全体に対して：期間実績評価】 

（評価できる点） 

・パワーデバイス分野では、わが国の研究開発のリーダーシップを発揮し、多くの成果が得られ、今後が

期待でき、高く評価される。 

・第４期の目標どおりの成果が概ね得られている。 

・研究成果の論文発表が積極的に行われている。 

・水素関連装置の導入に際して、既存の規制に準じているとのことだが、技術普及のチャンスととらえて

規格や標準化にも積極的に取り組んでいただけるとよい。 

・パワエレは、ラインナップごとのロードマップが具体的で、どの枠組みで実行されるのかどこに技術移

管するのかまで明確になっている。 

・技術移転が着実に行われており、量産化技術や標準化にも注力されている。さらに応用技術の開発にも

取り組まれている。 

・水素システム技術の実証化実験を清水建設と一体となって力強く推進されたことを高く評価する。多く

の課題は要素技術の隙間にあるから、実証化実験によってはじめて多くの課題が洗い出されるものと期

待する。何よりも、実際にシステムが動くことを実証したことの意義はきわめて大きく、当該分野にお

いて世界に対してイニシアチブを確立したと言えよう。 

・領域が提案する太陽光発電による水素製造と燃料電池発電を組み合わせた安定化電源システムは、PV で

の失地を部分的にせよ回復するものと期待する。 

【水素】 

(1)アンモニア製造利用技術[P75] 

・ ミニプラントによる実証まで到達し、将来の脱炭素社会における水素キャリアのキー技術が確立された

功績は大きいと思います。水素社会がいつ到来しても即応体制が整ったのではないでしょうか。 

・ グリーンアンモニアコンソーシアムへの技術提供も視野に入っており、実用化の加速が図られることを

期待します。さらに、海外でもアンモニア利用が進むノルウェー(アンモニア燃料電池船計画を推進)な

どとの連携・人的交流なども模索していただきたい。 

(2)再生可能エネルギーを用いた水素エネルギーシステムの実証研究[P77] 

・本格的な運転実証の意義は大きいと思います。技術的・安全性の課題をあぶりだすとともに、経済性の

ボトルネックなど、これまで明らかになっていない課題の抽出をお願いします。 

【環境影響評価技術】 

(3)事業者による工業用ナノ材料の安全性評価のガイダンス[P130] 

・本研究成果は研究開発者や国民の健康を守ると同時に、ナノテクノロジー技術の開発の土台を支える極

めて重要な知見が含まれています。産総研にしかできない基礎研究であり、アウトプットは高く評価で

きます。 

(4)イベントリデータベース(IDEA)の構築と普及[P134-P136] 

・SDGs を開発の前提として標榜する産総研としては、今後各テーマにわたり、必ず LCA を実施することに

なるでしょう。評価結果の悪いプロセスや製品、システムは開発前に烙印をおされることになります。

それだけに、客観的知見に基づいたイベントリデータベースの構築と、最新版へのバージョンアップは

今後ますます重要度が増すと考えます。産総研のすべての研究を知ることも必要になると思いますの

で、幅広い知識と経験を有する人材をこの研究グループ(または評価部かもしれませんが)に参画させる
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よう、要請いたします。  

【別添資料】 

(5)地域の地下水環境を有効活用した地中熱交換器の開発[P141] 

・地中熱交換器開発で培った、水理構造解析や地下水流動モデル解析などの地下水流動を把握する技術は、

我が国の地下水分布を知る手段として有効だと思います。水害発生時の河川水の挙動を把握する手助け

にもなり、防災に役立つ技術かと思料いたします。本研究は橋渡し後期ということで終了なのでしょう

か。防災に役に立つ技術という観点から、是非とも新しい展開を望みます。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・パワーデバイス材料として、SiC や GaN に加え、ダイヤモンドの研究を進めているが、研究勢力の分散

になりはしないか。 

・水素、地熱やバイオは、社会的インフラの整備が必要であり、産総研として、総合的な判断をして、進

めて欲しい。 

・ハザード評価、リスク評価は、国研の役割として期待されるところ。これらは評価手法の確立や有効性

評価などやるべきことも多いが、産総研として何をどこまで担当するのかがあまり明確にされていない

ように感じた。 

・来る水素社会において、安全性をどう確保するのかは重要となる。水素導入シナリオを描く際にも欠か

せないと考える。水素の研究をリードしている産総研として果たすべき役割があるのではないか。安全

に関しても、産官学が一体となって現象解明や評価技術向上に取り組んでいる欧州に見習うべき点が多

いと思う。 

・PV 分野でこれからどう戦っていくのか、太陽光センターの発展的解消とポートフォリオ組み換えに至る

議論／判断は、それ自体が成果の一つである。もっと明らかにしていただきたかった。 

(1)内燃機関の高度化にかかる現象解明研究[P147] 

・民間共同研究などで高い評価受けていることは素晴らしい成果と言えます。しかし、現象解明による貢

献が数字で表されていないため評価しにくいと感じます。例えば、ノズル形状の最適化前後で、ススの

量が〇〇％減少したとか、燃費が〇〇％向上したなど、民間が成果を認めているのですから、シミュレ

ーションでもよいので具体的数値でアピールしていただければと思います。 

 

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・2019 年度は、民間資金 23.5 億円を獲得している。5 年間平均で、産総研全体の 42％を担っており、評

価できる。 

・水素吸蔵合金のコア技術を使って、自動運転を検証したことは評価される。今後の展開としてシステム

実証まで計画されている。企業との連携の賜物であり大いに評価される。 

・安全データベース構築は国研の役割として重要と考える。IDEA のライセンス契約が欧州を中心に増えて

いることは、その価値が評価されている証と言える。 

・清水建設との水素ステーションプラントが FREA から郡山市場に進出したことを、高く評価したい。単純

にサイズを大きくしただけで新たに派生する諸課題というものは必ずあるから、ここで得られる知見は

たいへん貴重なものとなろう。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・パワーデバイス材料の広範な展開よりも、先端デバイス構造や信頼性評価に関する研究の進展を期待す

る。 

・順方向劣化現象の解析は、信頼性向上の上で極めて重要である。少数キャリア寿命の減少やエピ膜挿入

による対処策では、デバイスのリーク電流増等につながる危惧もある。メカニズム解明を進め、抜本的

な劣化抑制策の発見を期待する。 

・パワエレは、近年、新拠点／国プロ設立の動きが活発化しているとのこと。日本の技術の優位性を維持

するために、これに対抗する戦略が打ち出せているのか。 

・政策対応（国内・国際）が重要なアウトカムである技術分野では、民間資金の獲得だけが「橋渡し後期」

の果実ではない。しかしその場合も、そうした政策によって最終的には市場が維持・活性化することが

重要なので、やはり背景に想定する市場規模を同時に示していただきたい。 
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は非常に大きいものがあります。 

（改善すべき点及び助言） 

・再生可能エネルギーは、人類文明の維持発展、将来の社会基盤創成のためにも非常に重要である。だが、

太陽光、風力、地熱と総花的であり、時系列的にも、重点化が必要と考える。従って、競合領域を包含

した研究開発のロードマップの策定や連携を期待する。 

・国のエネルギー政策、環境政策への提言を期待する。

・ブレークスルーにつながるような研究、”世界最高水準”を目指す展開も期待したい。歴史的にも、近藤

効果とかヤリイカとか、革新的優れた成果があります。イノベーションと実用化を目指した研究開発の

バランスが重要と考える。

・パワーデバイス等、産業界等との連携を通じて、産業化に貢献し、評価できる。

・蓄電池、水素、太陽光発電でも、海外に勝てる展開を期待する。

・蓄電池、水素では、脱化石燃料の展開を期待する。

・太陽光発電研究センターが、何らかの形、残るサインの提示をお願いしたい。

・FREA 被災地企業のシーズ支援に関しては、後フォローも重要であろう。

・エネルギー・環境においても社会のニーズは急速に変化しており、研究もスピード感をもって対応する

ことが求められている。第４期と第５期では分野によってはポートフォリオを大幅に見直すことも必要

であろう。それに基づき、新規技術・アイディアの創出を促す仕組みづくりも必要と考える。

・既存テーマのうち技術移管に至らず終了させたテーマについては、要因分析、他分野展開と基盤技術維

持についてもしっかりと行っていただきたい。

・多様なバックグラウンドを持つ組織メンバーが高めあう仕組みや風土づくりも求められる。女性の採用

率を急に上げることは難しいと思われるが、ダイバーシティ促進の観点で意識を高めていただきたい。

組織として、次世代人材育成のためのエネルギー・環境の教育にも期待をしたいところ。

・我が国の失われた 30 年の要因については多くの議論があるが、マーケットと乖離した研究開発マネジ

メントについては、つとに指摘されているところである。その轍を踏まないためにも、ビジネスマイン

ドを持った研究者を育て、ビジネスマインドを持った研究開発を加速することが一層必要である。もっ

と言えば、技術―ビジネスー政策 この三者が一体となってグルグル回ることが必須である。そのため

の人材育成を産総研は考えていただきたい。

・この意味からダイバーシティも重要である。国全体の問題として重要な政策対応の一つと捉えて提案い

ただきたい。

・研究協力のグローバル化と国際競争力強化のバランスは永遠の課題であるが、世界標準を取って行くこ

とが国際競争力獲得の重要な前提であることを考えると、国際協力はデフォルトとし、その上でどのよ

うに我が国の産業を守って行くかを考えるしかないと思う。その際、①基礎部分の国際協力、といった

消極的グローバル化だけでなく、②プラットフォーム提案（例：水素化社会、RD20）による国際協力体

制の構築といった積極的グローバル化施策に打って出るべきである。そのことは必ずわが国に有利な国

際標準に繋がると思う。

・日本の製造業の持続可能性を議論するに際してスマイルカーブ（SC）は有効なツールと思う。しかし SC

は１枚ではない。目的基礎、橋渡し前期、後期それぞれに SC を描き、上流フェーズの SC 右端は中流フ

ェーズ SC の左端になるといったイメージで SC を繋げていくことが重要であろう。

・一つの事業が立ち上がるには 20 年の前史が必要である。産総研はこの前史に関わる機関でもある。産総

研の中に技術史の専門家がいてもよいのではないか。ややもすると性能面だけを追いがちな技術者集団

の中にあって、経済、国際関係、法律といった文系の視点から技術の進展を観察・分析し、提言する役

職である。 

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・エネルギー・環境問題に関わる課題の設定、技術領域の明確化、シーズを踏まえた研究開発テーマ設定

がなされ、産業界への貢献を含めて、期待される。

・ゼロエミッション国際共同研究センターの立ち上げや RD20 の開催など、タイムリーな施策を引き出す

ことができたのは、これまでの領域の地道な努力と成果あってのことと高く評価する。ぜひ第 5 期にあ

っては、このイニシアチブを先行者利益につながるよう業界を育てていただきたい。

・今年度設立された「ゼロエミッション国際共同研究センター」という、研究の新しい枠組みは、エネル

ギー環境分野の大きな柱として機能することが予想され、様々なシナジー効果による新しい発想が期待
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でき、非常に楽しみです。 

（改善すべき点及び助言） 

・研究開発テーマが、総花的になり勝ちで、重点化を含めて、もう少し整理した方が良いでしょう。

・エネルギー政策の策定や見直しに貢献することを期待する。

・太陽光発電の個々のテーマは、最終年度に成果の刈り取りができたと思いますが、部門として今後進む

べき研究の方向性に具体性がないまま終了することになり、非常に残念です。他部門のみならず、他領

域ともしっかり議論して、太陽光発電研究における日本の復権も視野に入れて、第５期研究をスタート

させていただきたいと思っています。

４．評点一覧 

【第４期全体に対して：期間実績評価】
評価委員（P, Q, R, T）による評価

評価項目 P Q R T

領域の概要と研究開発マネジメント A A S/A A/B

「橋渡し」のための研究開発
　「橋渡し」につながる基礎研究 (目的基礎研究) A A A A
　「橋渡し」研究前期における研究開発 A S/A A A
　「橋渡し」研究後期における研究開発 S/A A S/A B

領域全体の総合評価 A A S/A A/B

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】
評価委員（P, Q, R, T）による評価

評価項目 P Q R T

領域の概要と研究開発マネジメント A A S A

「橋渡し」のための研究開発
　「橋渡し」につながる基礎研究 (目的基礎研究) A A A S/A
　「橋渡し」研究前期における研究開発 A S/A A A/B
　「橋渡し」研究後期における研究開発 S/A A S B

領域全体の総合評価 A A S/A B
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令和元年度 研究評価委員会（エネルギー・環境領域） 評価報告書 
令和２年６月２６日 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 評価部 

〒305-856１ 茨城県つくば市東１－１－１中央第１ 

つくば中央１－２棟 

電話 ０２９－８６２Ü６０９６ 

https://unit.aist.go.jp/eval/ci/ 

本誌掲載記事の無断転載を禁じます。 
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